
予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

1.50人 1.50人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

事
業
の
概
要

　本事業は，本来同法により茨城県知事の権限
に属する事務とされているが，県条例に基づく権
限委譲により，平成16年度から当市が手帳交付
の主体となっている。
　身体に障害を持つ方からの交付申請に基づき，
障害程度等級の審査及び認定を行ない，申請者
に対して手帳交付を行なうものである。なお，交
付申請に必要な医師が作成する診断書の取得費
用については，その一部を補助している。

課
題

手帳申請時に提出される医師の診断書は指定医が記
載することになっている。県内では指定医が2,400人ほど
おり，診断書の記載方法がまちまちであるため，審査に
苦慮している。

課
題

成
果

身体障害者手帳の交付を受けたことにより，平成27年
度において，補装具費の助成制度365件，日常生活用
具の助成制度3,295件，有料道路通行料金割引制度909
人，特別駐車券514人，住宅リフォーム補助制度２件の
利用があり，経済的支援が実施できた。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている

5,202千円 0千円

臨時職員等 無 無 無

-
16,369千円 16,745千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

15,573千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 11,390千円

事
業
の
目
的

　身体障害者福祉法（昭和24年12月26日法律第
283号）等に基づき，身体に障害を持つ方に対し
て，その身体状況に応じた障害程度等級を認定
し，各種福祉制度を利用するために必要となる身
体障害者手帳を交付するもの。もって，身体に障
害を持つ方の福祉の増進に資するため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

1.50人

0千円

地方債

個別計画 -

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

法により義務付けられている事務であるため，法律に基
づいて，適正に事務を遂行している。平成27年度におい
ても，本年度と同様に適正な事務遂行を行なう。

事
業
計
画

法により義務付けられている事務であるため，法律に基
づいて適正に事務を遂行する。平成28年度においても，
前年度と同様に適正に事務を遂行する。

事業費（Ａ） 4,183千円 4,732千円 5,202千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

平成27年度（平成27年４月１日～平成28年３月31日）
は，身体障害者手帳新規交付328件，程度変更・障害追
加による再交付104件，紛失・き損による再交付112件，
身体障害者手帳交付申請用診断料補助決定403件。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 3,610千円 4,166千円

0千円 0千円

改
善
目
標

　茨城県が地方社会福祉審議会の設置主体であるため，開催
頻度等について関与しうる立場ではないため，具体的な改善
は困難である。（ただし，厚生労働省通知によれば，手帳の交
付申請から手帳交付までに要する標準的な事務処理期間は
「概ね60日以内」とされており，現状においては適法に事務遂
行できている）

改
善
目
標

厚生労働省通知によると手帳の交付申請から交付までに要す
る標準的な事務処理期間は「概ね60日以内」とされている。地
方社会福祉審議会へ諮問する場合，60日を超える場合があ
る。しかし，地方社会福祉審議会の設置主体は茨城県である
ため，開催頻度等について関与しうる立場ではないため，具体
的な改善は困難である。

0千円 0千円

11,637千円 11,543千円

時間外
勤務

0.00時間 185.00時間 150.00時間

根拠法令等身体障害者福祉法
県支出金 573千円 566千円 0千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 560件 544件 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 活動結果指標

指標の概要
当該年度内において身体障害者手帳の交付を受け
た者の延べ数

目標値
Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

－ － － － － －－

その他特財 0千円 0千円

福祉部 障害福祉課 総合支援係 01 03 01 03 11

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 身体障害者手帳認定交付事業
指標名 身体障害者手帳交付者数

25,504千円
予算事業名

総人件費 25,059千円 25,771千円
身体障害者手帳・精神障害者保健福祉手帳に要
する経費 総事業コスト 30,048千円 31,462千円 31,888千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 4,989千円 5,691千円 6,384千円 0千円



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

福祉部 障害福祉課 総合支援係 01 03 01 03 11

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
25,504千円

予算事業名
総人件費 25,059千円 25,771千円

身体障害者手帳・精神障害者保健福祉手帳に要
する経費 総事業コスト 30,048千円 31,462千円 31,888千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 4,989千円 5,691千円 6,384千円 0千円

事務事業名 02
精神障害者保健福祉手帳に関する事
業

指標名 精神障害者保健福祉手帳交付者数 指標種別 活動結果指標

指標の概要
当該年度内において精神障害者保健福祉手帳の交
付を受けた者の延べ数

目標値
Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - － － － － － － －

総合戦略

- - - - 実績 418件 441件 -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等精神保健福祉法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

法により義務付けられている事務であるため，法及び交
付主体の茨城県の指導に基づいて，適正に事務を遂行
している。手帳制度そのものについて検討を行なう立場
にはない。

改
善
目
標

－
- - - -

10,935千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

法により義務付けられている事務であるため，法及び交
付主体の茨城県の指導に基づいて，適正に事務を遂行
している。平成27年度においても，本年度と同様に適正
な事務遂行を行なう。

事
業
計
画

法により義務付けられている事務であるため，法及び交
付主体の茨城県の指導に基づいて，適正に事務を遂行
している。平成28年度においても，前年度と同様に適正
な事務遂行を行なう。

事業費（Ａ） 806千円 959千円 1,182千円 0千円

内
訳

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

手帳交付に伴い，公共交通機関運賃の割引，住民税・所得税
の障害者控除，障害福祉サービス等の各種支援制度が手帳
所持者において利用可能となり，経済的・精神的負担の軽減
に資することができた。
　また，診断書の取得費用を一部補助することにより，申請者
及びその家族等の経済的負担を軽減することができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

11,437千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

左記各法令に従い，精神障害者保健福祉手帳にかかる
交付申請の受理及び交付事務を実施した。なお，平成
27年度（平成27年4月1日～平成28年3月31日）において
は，同手帳取得に要する診断書への補助を計349件（総
額958,921円）実施した。（平成28年3月末現在の手帳所
持者数928名）

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 806千円 959千円 1,182千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 10,631千円 11,063千円

12,022千円 12,117千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　同手帳の交付申請の受理及び茨城県が所管す
る茨城県精神保健福祉センタ-へ申請書類の進
達を行なう。また，県が発行した手帳を申請者に
交付するものである。
　なお，交付申請に必要な医師が作成する診断
書の取得費用については，その一部を補助して
いる。

課
題
-

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
（昭和25年5月1日法律第123号）に基づき，茨城
県知事が発行する精神障害者保健福祉手帳の
申請受付事務及び交付事務を行なうもの。もっ
て，精神疾患を持つ方の福祉の増進に資するこ
とを目的とするため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

1.40人 1.40人 1.40人

時間外
勤務

0.00時間 248.00時間 200.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

福祉部 障害福祉課 総合支援係 01 03 01 03 11

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
25,504千円

予算事業名
総人件費 25,059千円 25,771千円

身体障害者手帳・精神障害者保健福祉手帳に要
する経費 総事業コスト 30,048千円 31,462千円 31,888千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 4,989千円 5,691千円 6,384千円 0千円

事務事業名 03 療育手帳の交付事務
指標名 療育手帳交付者数 指標種別 活動結果指標

指標の概要
当該年度内において療育手帳の交付を受けた者の
延べ数

目標値
Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - － － － － － － －

総合戦略

- - - - 実績 97件 130件 -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等療育手帳制度要綱

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

法により義務付けられている事務であるため，法及び交
付主体の茨城県の指導に基づいて，適正に事務を遂行
している。手帳制度そのものについて検討を行なう立場
にはない。

改
善
目
標

－
- - - -

3,026千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

法により義務付けられている事務であるため，法及び交
付主体の茨城県の指導に基づいて，適正に事務を遂行
している。平成27年度においても，本年度と同様に適正
な事務遂行を行なう。

事
業
計
画

法により義務付けられている事務であるため，法及び交
付主体の茨城県の指導に基づいて，適正に事務を遂行
している。平成28年度においても，前年度と同様に適正
な事務遂行を行なう。

事業費（Ａ） 0千円 0千円 0千円 0千円

内
訳

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

手帳の適正な交付を行った。また，交付となった手帳の等級
に応じて，本県が実施主体である医療福祉費支給制度，公共
交通機関運賃・公共施設利用料の割引，住民税・所得税の障
害者控除，障害福祉サービス等の各種支援制度が各手帳所
持者において利用可能となり，知的障害者（児）及びその家族
等の経済的負担や精神的負担の軽減に資することができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

3,038千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

平成27年度（平成27年４月１日～平成28年３月31日）
は，療育手帳所持者数1,124名，新規交付者数60名，再
交付者等70名である。平成28年４月から平成29年３月
までに次回判定を受ける必要がある207名に再判定通
知書を送付した。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 0千円 0千円 0千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 3,038千円 3,071千円

3,071千円 3,026千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　茨城県が所管する茨城県福祉相談センタ-が交
付する療育手帳及び再判定結果確認通知書を手
帳申請者に発行・送付するものである。

課
題
－

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　厚生事務次官通知（「療育手帳制度要綱」）等に
基づき，茨城県知事が発行する療育手帳の申請
受付事務及び交付事務を行なうもの。もって，知
的障害者（児）の福祉の増進に資することを目的
とするため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.40人 0.40人 0.40人

時間外
勤務

0.00時間 37.00時間 20.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

0.95人 0.95人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

事
業
の
概
要

　失われた身体機能や障害のある部分を補完し，
日常生活や労働を容易にする用具の交付・修理
のための費用を支給する。申請に基づき支給決
定し，申請者に対し，補装具費支給決定通知及
び支給券を送付する。購入及び修理完了後請求
に基づき補装具費を支給する。内容により，身体
障害者更生相談所の判定を受ける。

課
題

法律に基づく事務ではあるが，詳細については，市町村
判断とされているため，更なる困難案件等が生じてい
る。

課
題

成
果

身体障害者（児）及び難病患者の失われた身体機能を
補完・代替するための補装具費を支給することにより，
快適かつ自立した生活の手助けをし，社会参加促進を
図ることができた。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている

9,836千円 0千円

臨時職員等 無 無 無

-
42,507千円 46,417千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

45,785千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 7,593千円

事
業
の
目
的

　補装具の交付及び修理するための費用を給付
し，身体障害者（児）及び難病患者の失われた身
体機能を補完・代替し，身体障害者の職業その
他日常生活の能率向上を図るため。また，身体
障害児及び18歳未満の難病患者については，将
来社会人として自立生活するための素地を育成・
助長するため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

1.00人

0千円

地方債

個別計画 -

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

申請者が何に困っていて，何を必要としているか適切に
聞き取りを行い，必要な物の給付を的確に行う。

事
業
計
画

申請者が何に困っていて，何を必要としているのか適切
に聞き取りを行い，必要なものの給付を的確に行う。

事業費（Ａ） 38,192千円 35,169千円 39,132千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

決定件数　365件　　公費負担合計　31,948,610円

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 9,596千円 3,444千円

19,064千円 21,150千円

改
善
目
標

法律に基づく事務であるが，詳細については，市町村判
断とされているため，困難案件等については，県，他市
町村等に照会をし，適正な運用を行っていく。

改
善
目
標

更なる困難案件等については，県，他市町村等に照会
をし，適切な運用を行う。

19,531千円 0千円

7,338千円 7,285千円

時間外
勤務

0.00時間 105.00時間 85.00時間

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合
的に支援するための法律

県支出金 9,532千円 10,575千円 9,765千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 339件 365件 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 活動結果指標

指標の概要
障害者に対し，補装具を決定した件数であり，対象者
の経済的負担の軽減及び快適な日常生活に寄与し
た成果と言える。目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

- - - - - --

その他特財 0千円 0千円

福祉部 障害福祉課 総合支援係 01 03 01 03 12

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01
身体障害者（児）補装具費（交付・修
理）支給事業

指標名 申請件数

7,657千円
予算事業名

総人件費 7,593千円 7,338千円

補装具の援助に要する経費 総事業コスト 45,785千円 42,768千円 47,449千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 38,192千円 35,430千円 39,792千円 0千円



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

福祉部 障害福祉課 総合支援係 01 03 01 03 12

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
7,657千円

予算事業名
総人件費 7,593千円 7,338千円

補装具の援助に要する経費 総事業コスト 45,785千円 42,768千円 47,449千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 38,192千円 35,430千円 39,792千円 0千円

事務事業名 02
軽度・中等度難聴児補聴器購入補助
金交付事業

指標名 申請件数 指標種別 活動結果指標

指標の概要
障害児に対し，補聴器及びイヤモ-ルドを決定した件
数であり，対象者の経済的負担の軽減，言語の習得
及び健全な発達に寄与した成果と言える。目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -

総合戦略

- - - - 実績 - 8件 -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等
つくば市軽度・中等度難聴児補聴器購入
補助金交付要綱

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

-

改
善
目
標

今後も継続して広報活動を行い，制度の普及・周知に努
める。

- - - -

372千円

事
業
の
目
的

県支出金 - 102千円 270千円 0千円

地方債 - 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

-

事
業
計
画

身体障害者手帳の交付の対象とならない軽度・中等度
難聴児に対し，補聴器及びイヤモールドの購入に必要
な費用の一部を補助することにより，難聴児の言語の習
得及び健全な発達を支援する。

事業費（Ａ） - 261千円 660千円 0千円

内
訳

国庫支出金 -

臨時職員等 - - 無

成
果

身体障害者手帳の対象とならない軽度・中等度の難聴
児に対し，補聴器及びイヤモールドの購入に必要な費
用の一部を補助することにより，経済的負担の軽減，当
該難聴児の言語の習得及び健全な発達の支援を図るこ
とができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

0千円

事業分類 Ｅ　補助金・負担金事業
その他特財 - 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

決定件数　8件　　公費負担合計　261,000円

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 - 159千円 390千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） - -

261千円 1,032千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　身体障害者手帳の対象とならない軽度・中等度
の難聴児に対し，補聴器及びイヤモ-ルドの購入
に必要な費用の一部を補助する。申請に基づき
決定し，申請者に対し，決定通知を送付する。購
入後報告書に対し，確定通知を送付する。その
後，補助金請求書に基づき，算定基礎額の2/3を
補助する。負担割合：申請者1/3，県1/3，市1/3

課
題
平成27年8月から開始した事業のため，制度が市民に
普及していない。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

－
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　身体障害者手帳の対象とならない軽度・中等度
の難聴児に対し，補聴器及びイヤモ-ルドの購入
に必要な費用の一部を補助することにより，当該
難聴児の言語の習得及び健全な発達の支援を
図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

- 0.05人 0.05人

時間外
勤務

- 0.00時間 0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

744千円
予算事業名

総人件費 9,872千円 9,659千円

日常生活の援助に要する経費 総事業コスト 40,284千円 42,266千円 37,374千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 30,412千円 32,607千円 36,630千円 0千円

福祉部 障害福祉課 総合支援係 01 03 01 03 13

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 日常生活用具等の給付・貸与事業
指標名 用具の給付件数

3,295件 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 活動結果指標

指標の概要

障害者に対し，用具を給付した件数であり，対象者の
経済的負担の軽減及び快適な日常生活に寄与した
成果と言える。ストマ用装具・紙おむつ等，継続して
使用する用具については，１ヶ月分を１件として取り
扱う。

目標値
Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

- - - - - --

その他特財 0千円 0千円

根拠法令等
つくば市障害者日常生活用具給付事業実
施要綱

県支出金 5,465千円 5,465千円 5,639千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 3,261件

一般財源 13,162千円 15,707千円

10,966千円 10,973千円

改
善
目
標

給付事例が無い物品等の申請があった場合は，県に照
会すると共に近隣市町村の動向を確認し，判断を行う。

改
善
目
標

給付事例が無い物品等の申請があった場合は，県に照
会すると共に近隣市町村の動向を確認し，判断を行う。

11,653千円 0千円

6,686千円 0千円

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間 0.00時間事
業
の
目
的

　ハンディキャップを克服・軽減するために必要な
用具の給付を行うことで，利用者の経済的負担を
軽減し，より快適かつ自立した生活への手助けと
するため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.90人

0千円

地方債

個別計画 -

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

申請件数は毎年約100件程度増加しており，例年通りで
あれば来年度は3,400件近い申請が見込まれる。また，
障害福祉サ-ビスの対象となる難病の範囲が拡大され
た（H27夏に再度拡大予定）のため，難病を給付用件と
した申請の増加も予想される。

事
業
計
画

申請件数は毎年約100件程度増加しており，来年度は
3,400～3,500件程度の申請が見込まれる。

事業費（Ａ） 29,593千円 32,145千円 33,679千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

　決定件数：3,295件　公費負担合計額：32,140,452円

上
半
期
活
動
実
績

-

　在宅の身体障害者(児)，知的障害者(児)及び精
神障害者(児)に対し，日常生活に必要なものを給
付する(一部入院・入所中でも認められる用具が
ある)。給付条件については，給付種目によって
定められており，助成額は基本的に９割で，品目
によって定められた基準額を超える場合，実際の
商品金額との差額は自己負担となる。

課
題

技術の発展や原材料の高騰に伴い，様々な性能を備え
た高額商品の給付申請が増加している。申請者の生活
調査や近隣市町村との情報交換を行い，慎重に給付の
可否を決定する必要がある。必要に応じて，要綱改正も
視野に入れての対応が求められる。

課
題

成
果

　ストマ用装具や紙おむつのように日常的に使用し消費
するものや，特殊寝台や入浴補助用具のような日常生
活に欠かせないものの給付を行うことにより，障害者の
日常生活上の経済的負担の軽減が図れた。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている

16,387千円 0千円

臨時職員等 無 無 -

-
38,831千円 33,679千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

36,427千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 6,834千円

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

0.90人 0.00人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

事
業
の
概
要



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

744千円
予算事業名

総人件費 9,872千円 9,659千円

日常生活の援助に要する経費 総事業コスト 40,284千円 42,266千円 37,374千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 30,412千円 32,607千円 36,630千円 0千円

福祉部 障害福祉課 総合支援係 01 03 01 03 13

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

2,278千円 2,229千円

2,659千円 835千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　重度障害者の移動を容易にする工事を行うに
あたって，申請後に職員が事前に実地調査を行
い，補助を決定する。工事完了後に実績報告書
を提出してもらい，申請内容と相違がなければ補
助金を交付する。補助金は，対象工事費の3/4
で，上限262,000円である。国土交通省の社会資
本総合整備交付金の対象事業となっており補助
率は1/2である。

課
題

　住宅リフォーム費用の補助については，本事業の他，
介護保険及び日常生活用具事業にも類似の補助制度
がある。
　申請者の現況及び工事の目的・内容を正しく把握する
ことにより，適切な補助制度を選択し，適正な給付を行
う必要がある。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　重度障害者が居住する住宅を，その方に適する
ように改良する工事を行う場合に，それに要する
費用を補助することにより，障害者の自立の促進
及び介護者の負担の軽減を図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.30人 0.30人 0.00人

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間

国庫支出金 388千円

臨時職員等 無 無 -

成
果
　リフォームの補助金交付により，障害者の自立や社会
参加を促進し，介護する家族の負担を軽減できた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

3,054千円

事業分類 Ｅ　補助金・負担金事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

　決定件数：2件　決定額：430,527円

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 388千円 6千円 460千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

- -

0千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

申請件数は，毎年３，４件と一定している。在宅で重度
の身体障害者を介護することが困難であることも申請件
数が平均化している要因と思われる。
そのため，申請者の相談内容を十分に理解し，障害者
が在宅で生活しやすく，介護者の負担が軽減できるよう
努める。

事
業
計
画

申請件数は，毎年2～4件程度と一定している。在宅で
重度の身体障害者を介護することが困難であることも申
請件数が平均化している要因と思われる。
そのため，申請者の相談内容を十分に理解し，障害者
が在宅で生活しやすく，介護者の負担が軽減できるよう
努める。

事業費（Ａ） 776千円 430千円 835千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 3件 2件 -

424千円 375千円 0千円

根拠法令等
つくば市重度障害者住宅リフォ-ム補助金
の交付に関する要綱

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

　申請者への説明及び現地調査を十分行い，各補助制
度の主旨にあった，障害者にとって真に必要な住宅リ
フォ-ムに対し適正な給付を行っていく。

改
善
目
標

　申請者への説明及び現地調査を十分行い，各補助制
度の主旨にあった，障害者にとって真に必要な住宅リ
フォームに対し適正な給付を行っていく。

- -

事務事業名 02
重度障害者(児）住宅リフォ-ム助成事
業

指標名 決定件数 指標種別 活動結果指標

指標の概要
障害者に対し，リフォ-ムを決定した件数であり，対象
者の経済的負担の軽減及び快適な日常生活に寄与
した成果と言える。目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

744千円
予算事業名

総人件費 9,872千円 9,659千円

日常生活の援助に要する経費 総事業コスト 40,284千円 42,266千円 37,374千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 30,412千円 32,607千円 36,630千円 0千円

福祉部 障害福祉課 総合支援係 01 03 01 03 13

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

380千円 372千円

404千円 468千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　在宅の重度身体障害者に対し，紙おむつ購入
費用の一部を助成するための助成券を発行す
る。対象者1名につき，16,000円の助成額。年度
中1回の交付。

課
題
高齢者の紙おむつ制度と，対象者が重複しないように
確認する必要がある。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　在宅の重度身体障害者で日常的に紙おむつを
使用している者に対し，その購入費の一部を助成
することにより，身体障害者の経済的負担を軽減
し，在宅福祉の増進を図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.05人 0.05人 0.05人

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果
重度の身体障害者に対し，紙おむつの補助を行うことに
より，障害者の経済的負担の軽減を図ることができた

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

423千円

事業分類 Ｂ　任意的事業（小規模）
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

決定件数：2件
支払額：31,908円

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 39千円 32千円 96千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

- -

372千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

毎年申請件数は，同程度である。新規手帳取得者で該
当する方への案内をもらさず行う。

事
業
計
画

毎年申請件数は，同程度である。新規手帳取得者で該
当する方への案内をもらさず行う。

事業費（Ａ） 43千円 32千円 96千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 3件 2件 -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等
つくば市身体障害者紙おむつ購入費助成
要綱

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

毎年，高齢福祉課とは金券の台紙の色を変えたりと，違
う制度であることの周知を行っている。今後も引き続き
周知を行う。

改
善
目
標

二重申請などが生じないように毎年，高齢福祉課とは金
券の台紙の色を変えたりと，違う制度であることの周知
を行っている。今後も引き続き周知を行う。

- -

事務事業名 03 身体障害者紙おむつ購入費助成事業
指標名 決定件数 指標種別 活動結果指標

指標の概要
障害者に対し，紙おむつ助成を決定した件数であり，
対象者の経済的負担の軽減及び快適な日常生活に
寄与した成果と言える。目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - 5件 3件 3件 3件 3件 3件 3件



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

744千円
予算事業名

総人件費 9,872千円 9,659千円

日常生活の援助に要する経費 総事業コスト 40,284千円 42,266千円 37,374千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 30,412千円 32,607千円 36,630千円 0千円

福祉部 障害福祉課 総合支援係 01 03 01 03 13

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 低：費用対効果が低下（低水準を維持）している 効率性 -

総合評価 Ｅ：事業の抜本的な見直し（縮小・廃止）の必要有り 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 低：成果が低下（低水準を維持）している

評
価

有効性 -

380千円 372千円

372千円 2,392千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　心身障害者世帯又は心身障害者と同居する世
帯で，障害者の専用居室・浴室・トイレ・廊下など
を改築する際の資金を貸し付ける。貸付額は一
戸当たり2,020,000円以内　（利息３％）

課
題

貸付制度のほかに補助金制度があることや，貸付制度
の市場金利が，現在低いこともあり利用がないのが現
状である。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　心身障害者の住環境整備に必要な資金を貸し
付けることで，資金調達に貢献し，より快適な住
環境を実現し，障害者の自主自立，社会参加を
促進するため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.05人 0.05人 0.05人

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果
利用実績はなかったが，資金調達方法を検討している
方へ，制度の案内を行うことができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

380千円

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

相談があった際，制度の案内を行った。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 0千円 0千円 2,020千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

- -

372千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

住宅改修の相談があった際などに，資金調達方法を検
討している方については，制度の案内を行う。

事
業
計
画

住宅改修の相談があった際などに，資金調達方法を検
討している方については，制度の案内を行う。

事業費（Ａ） 0千円 0千円 2,020千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 0 0 -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等
つくば市障害者住宅整備資金貸付条例，
つくば市障害者住宅整備資金貸付規則

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

制度の周知を行うと共に，障害者（児）の方のニ-ズを把
握し，制度のあり方についても検討を行う。

改
善
目
標

制度の周知を行うと共に，障害者（児）のニ-ズを把握
し，制度のあり方についても検討を行う。

- -

事務事業名 04
身体障害者（児）住宅整備資金貸付事
業

指標名 決定件数 指標種別 活動結果指標

指標の概要
障害者に対し，住宅整備貸付を決定した件数であり，
対象者の経済的負担の軽減及び快適な日常生活に
寄与した成果と言える。目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

0.20人 0.20人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

事
業
の
概
要

「チャレンジア-トフェスティバル事業」について
は，障害者（児）の社会参加促進事業として，当
事者が制作した作品展示及び演劇等による舞台
発表を実施している。事業運営にあたっては，実
行委員会を組織し，フェスティバルの内容，実施
方法等を協議の上決定した。

課
題

当事者や関係者以外の参加がまだまだ少ないこと。
課
題

成
果

・在宅又は施設における障害者（児）の社会参加を促進
した。
・障害福祉に対する市民の意識啓発及び理解を推進し
た。
・広報については，フリーペーパー等の活用で広く周知
できた。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている

1,658千円 0千円

臨時職員等 無 無 無

-
4,649千円 4,664千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

4,509千円

執行体制 全て委託
人件費（Ｂ） 1,519千円

事
業
の
目
的

　障害者（児）自らが制作した作品の展示と演劇
等の舞台発表を通して，一般市民との交流を図る
ため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.20人

0千円

地方債

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

参加者数の増加により，在宅又は施設における障害者
（児）の社会参加への促進を図る。また，一般市民の来
場者の増加により，障害福祉に対する市民の意識啓発
及び理解の推進を図る。
舞台発表：平成28年２月20日
作品展示：平成28年３月１日

事
業
計
画

参加者数の増加により，在宅又は施設における障害者
（児）の社会参加への促進を図る。また，一般市民の来
場者の増加により，障害福祉に対する市民の意識啓発
及び理解の推進を図る。
舞台発表：平成29年３月４日
作品展示：平成29年３月７日から11日

事業費（Ａ） 2,990千円 3,152千円 3,167千円 0千円

事業分類 Ａ　任意的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

舞台発表：平成28年２月20日に実施した。
作品展示：平成28年３月１日から６日まで行った。

実行委員会を６回開催し，より効果的な内容となるよう
検討した。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 1,550千円 1,608千円

961千円 1,031千円

改
善
目
標

ポスタ-・チラシを活用するとともに，フリ-ペ-パ-やラジ
オ等も活用して広報していく。

改
善
目
標

より効果的な事業とするため，広報活動を充実させる。

1,006千円 0千円

1,497千円 1,497千円

時間外
勤務

0.00時間 4.00時間 4.00時間

根拠法令等 障害者総合支援法
県支出金 479千円 513千円 503千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン Ⅰ 1 3 障害者の地域生活支援

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 2,915人 3,099人 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 成果指標

指標の概要 全期間の延べ来場者数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

3,050人 3,100人 3,150人 3,200人 3,250人 3,300人3,000人

その他特財 0千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 14

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 チャレンジア-トフェスティバル事業
指標名 来場者数

7,095千円
予算事業名

総人件費 7,597千円 7,575千円

社会参加の促進に要する経費 総事業コスト 20,070千円 21,052千円 20,806千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 12,473千円 13,477千円 13,711千円 0千円



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 14

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
7,095千円

予算事業名
総人件費 7,597千円 7,575千円

社会参加の促進に要する経費 総事業コスト 20,070千円 21,052千円 20,806千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 12,473千円 13,477千円 13,711千円 0千円

事務事業名 02 おひさまサンサンフェスティバル事業
指標名 来場者数 指標種別 成果指標

指標の概要 延べ来場者数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - 2,000人 2,000人 2,000人 2,000人 2,000人 2,000人 2,000人

総合戦略

- - - - 実績 1,848人 1,950人 -

1,665千円 1,569千円 0千円

根拠法令等 障害者総合支援法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

ポスタ-・チラシを活用するとともに，フリ-ペ-パ-やラジ
オ等も活用して広報していく。

改
善
目
標

より効果的な事業とするため，広報活動を充実させる。
- - - -

1,497千円

事
業
の
目
的

県支出金 747千円 828千円 784千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

スポ-ツやレクリエ-ション活動，障害者が創意工夫を凝
らして製作した作品の展示・販売等を行い，一般市民及
びボランティア協力団体との交流を図る。
また，会場をつくばカピオに変更する方向で調整をすす
める。
開催：平成27年10月10日

事
業
計
画

スポ-ツやレクリエ-ション活動，障害者が創意工夫を凝
らして製作した作品の展示・販売等を行い，一般市民及
びボランティア協力団体との交流を図る。
開催：平成28年10月15日

事業費（Ａ） 4,431千円 5,043千円 4,977千円 0千円

内
訳

国庫支出金 1,499千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

・在宅又は施設における障害者（児）の社会参加を促進
した。
・障害福祉に対する市民の意識啓発及び理解を推進し
た。
・広報については，チラシやホームページの活用で広く
周知できた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

5,950千円

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

開催：平成27年10月10日に実施した。

実行委員会を２回開催し，より効果的な内容となるよう
検討した。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 2,185千円 2,550千円 2,624千円 0千円

執行体制 全て委託
人件費（Ｂ） 1,519千円 1,497千円

6,540千円 6,474千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　「高齢者いきいきまつり事業」との合同開催によ
り，「おひさまサンサンいきいきまつり事業」として
実施している。事業運営にあたっては，社会福祉
協議会に委託し，団体競技種目，個人競争種目
及び個人自由参加型種目の各競技種目を実施
し， また，同時に高齢者及び障害者等の作品展
示販売や一般アトラクションとして市内協力団体
等による発表を実施した。

課
題

当事者や関係者以外の参加が少ないこと。
課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

　在宅又は施設の障害者（児）が，スポ-ツやレク
リエ-ション活動，障害者が創意工夫を凝らして製
作した作品の展示・販売等を通じて，一般市民及
びボランティア協力団体との交流を図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.20人 0.20人 0.20人

時間外
勤務

0.00時間 4.00時間 4.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

当該事業実施中に出るごみを，資源ごみと
その他に分別することで，資源の再利用・再
資源化，ひいては廃棄物の総量抑制に寄与
することができる。

効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

○ 廃棄物発生の抑制

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 14

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
7,095千円

予算事業名
総人件費 7,597千円 7,575千円

社会参加の促進に要する経費 総事業コスト 20,070千円 21,052千円 20,806千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 12,473千円 13,477千円 13,711千円 0千円

事務事業名 03 奉仕員等養成研修事業
指標名 受講者数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 延べ受講者数（講座毎）
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - 75人 75人 75人 75人 75人 75人 75人

総合戦略

- - - - 実績 64人 47人 -

799千円 784千円 0千円

根拠法令等 障害者総合支援法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

サ-クルや福祉移動，避難訓練等の奉仕活動できる場
を活用して，さらに技術の向上を図る。

改
善
目
標

サークルや福祉移動，防災訓練等の奉仕活動ができる
場を活用し，さらに技術の向上を図る。また，受講者の
募集を拡充し，定員の確保に努める。

- - - -

372千円

事
業
の
目
的

県支出金 385千円 398千円 392千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

聴覚障害者及び視覚障害者等の支援者として奉仕員の
活動できる場を考慮し，障害者等の社会参加の促進を
図る。

事
業
計
画

聴覚障害者及び視覚障害者の支援者として奉仕員の活
動ができる場を考慮し，障害者等の社会参加の促進を
図る。

事業費（Ａ） 2,286千円 2,343千円 2,343千円 0千円

内
訳

国庫支出金 773千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

聴覚障害者及び視覚障害者の支援者として奉仕員を養
成し，障害者等の社会参加の促進が図られた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

2,666千円

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

手話奉仕員講座：(朝の部）30回実施14名受講11名修
了，（夜の部）30回実施19名受講14名修了
要約筆記奉仕員講座：11回実施5名受講3名修了
点訳奉仕員講座：10回実施2名受講2名修了
音訳奉仕員講座：10回実施7名受講6名修了

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 1,128千円 1,146千円 1,167千円 0千円

執行体制 全て委託
人件費（Ｂ） 380千円 386千円

2,729千円 2,715千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　厚生労働省のカリキュラム等による手話奉仕
員、要約筆記奉仕員，点訳奉仕員及び朗読奉仕
員の養成講座を開催し，技能を習得する。また，
講座修了後については，つくば市社会福祉協議
会のボランティアセンタ-に登録し，障害者（児）等
の日常生活支援として奉仕活動を行う。

課
題

受講者が定員に満たないこと。
課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

・障害児（者）の日常生活を支援するため,手話・
要約筆記・点訳・朗読奉仕員を養成するため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.05人 0.05人 0.05人

時間外
勤務

0.00時間 5.00時間 0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 14

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
7,095千円

予算事業名
総人件費 7,597千円 7,575千円

社会参加の促進に要する経費 総事業コスト 20,070千円 21,052千円 20,806千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 12,473千円 13,477千円 13,711千円 0千円

事務事業名 04 障害者団体等支援事業
指標名 交付団体数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 補助金を交付した団体数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - 4団体 4団体 4団体 4団体 4団体 4団体 4団体

総合戦略

- - - - 実績 4団体 ４団体 -

191千円 188千円 0千円

根拠法令等 障害者総合支援法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

将来的に各補助団体が自立した運営を行うことを目的と
するため，指導・助言をしていく。

改
善
目
標

各団体の活動を知ってもらい，障害に対する理解が得ら
れるようにする。

- - - -

372千円

事
業
の
目
的

県支出金 94千円 95千円 94千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

つくば市補助金等交付適正化規則及び交付要項に基づ
き，適正な執行を行い，団体等に属する障害者の社会
参加の促進を図る。

事
業
計
画

　つくば市補助金等交付適正化規則及び交付要項に基
づき，適正な執行を行い，補助金申請に基づき，補助金
を交付する。

事業費（Ａ） 562千円 562千円 562千円 0千円

内
訳

国庫支出金 190千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

つくば市補助金等交付適正化規則及び交付要項に基づ
き，適正な執行を行い，団体等に属する障害者の社会
参加の促進が図られた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

942千円

事業分類 Ｂ　任意的事業（小規模）
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

事業補助金申請団体(４団体)へ補助金を交付し，活動
参加を促した。
・つくば市身体障害者福祉協議会
・社会福祉法人　つくば市社会福祉協議会
・つくば市福祉団体等連絡協議会
・つくば市聴覚障害者協会

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 278千円 276千円 280千円 0千円

執行体制 補助金（直接）
人件費（Ｂ） 380千円 447千円

1,009千円 934千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　障害者団体育成及び社会参加の促進のため，
補助交付要項に基づき，補助金に関する事業を
行う。

課
題

一般市民に対し，団体の活動の理解が得られていな
い。

課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

　障害者の社会参加の促進や地域の人との交流
及び福祉の向上を目的とするため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.05人 0.05人 0.05人

時間外
勤務

0.00時間 28.00時間 0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 14

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
7,095千円

予算事業名
総人件費 7,597千円 7,575千円

社会参加の促進に要する経費 総事業コスト 20,070千円 21,052千円 20,806千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 12,473千円 13,477千円 13,711千円 0千円

事務事業名 05
身体障害者自動車改造費・運転免許
取得費補助事業

指標名 交付決定件数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 交付決定した件数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - － － － － － －

総合戦略

- - - - 実績 5件 2件 -

60千円 268千円 0千円

根拠法令等
身体障害者自動車改造費補助金交付要
綱・身体障害者自動車運転免許取得費補
助金交付要綱

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

全国の動きを調べる。

改
善
目
標

学生に対し，制度について理解が得られるよう，十分な
説明を行う。

- - - -

372千円

事
業
の
目
的

県支出金 84千円 30千円 134千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

要綱に基づいて，経費の一部を補助し，就労機会の促
進を図る。

事
業
計
画

障害者自身が運転するために必要な自動車改造費及
び自動車運転免許取得費についてその経費の一部を
補助し，社会参加や就労機会の促進を図る。

事業費（Ａ） 500千円 200千円 800千円 0千円

内
訳

国庫支出金 169千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

障害者自身が運転するために必要な自動車改造費及
び自動車運転免許取得費についてその経費の一部を
補助し，社会参加や就労機会の促進を図った。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

1,260千円

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

自動車改造費補助１件，自動車運転免許取得費補助１
件の補助をした。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 247千円 110千円 398千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 760千円 743千円

943千円 1,172千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　障害者自身が運転するために必要な自動車改
造費又は自動車運転免許の取得費について，実
施要綱及び実績に基づき，その経費の一部を補
助する。

課
題

趣旨を理解していない学生が多いこと。
課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

　障害者自身が運転するために必要な自動車改
造費又は自動車運転免許の取得費について，そ
の経費の一部を補助することにより，身体障害者
の社会参加の促進を図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.10人 0.10人 0.05人

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間 0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 14

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
7,095千円

予算事業名
総人件費 7,597千円 7,575千円

社会参加の促進に要する経費 総事業コスト 20,070千円 21,052千円 20,806千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 12,473千円 13,477千円 13,711千円 0千円

事務事業名 06 体験乗馬療法事業
指標名 参加者数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 参加者の延べ人数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - 450人 550人 550人 550人 550人 550人 550人

総合戦略

- - - - 実績 532人 462人 -

170千円 171千円 0千円

根拠法令等 障害者総合支援法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

障害者施設並びに障害者支援団体のネットワ-クを活用
して広報していく。

改
善
目
標

より効果的な事業とするため，体験乗馬の効用などにつ
いて，障害者（児）に事前周知を強化する。

- - - -

383千円

事
業
の
目
的

県支出金 84千円 84千円 85千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

障害児及び健常児が多数参加することで，ノ-マライゼ-
ションの普及を図る。
開催：平成27年８月22日

事
業
計
画

障害児及び健常児が多数参加することで，ノ-マライゼ-
ションの普及を図る。
開催：平成28年８月27日

事業費（Ａ） 571千円 569千円 623千円 0千円

内
訳

国庫支出金 168千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

・体験乗馬及びポニーへの餌やりを通して，効果的なア
ニマルセラピーを実施できた。
・障害者施設並びに障害者支援団体のネットワークを活
用した広報により，障害者(児)の参加率が多かった。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

951千円

事業分類 Ｂ　任意的事業（小規模）
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

開催：平成27年８月22日に実施した。

体験乗馬及びポニーへの餌やりを通して，効果的なア
ニマルセラピーを実施した。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 319千円 315千円 367千円 0千円

執行体制 全て委託
人件費（Ｂ） 380千円 383千円

952千円 1,006千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

 「まつりつくば」と同時実施し，「ふれあい広場」
（中央公園）にて実施する。

課
題

障害者（児）の参加が少ないこと。
課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

　ノ-マライゼ-ションの理念のもと，障害者（児）と
健常児の交流の中で，アニマルセラピ-の効果に
より，障害児の精神的安定と共に啓発を図ること
を目的とするため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.05人 0.05人 0.05人

時間外
勤務

0.00時間 4.00時間 4.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 14

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
7,095千円

予算事業名
総人件費 7,597千円 7,575千円

社会参加の促進に要する経費 総事業コスト 20,070千円 21,052千円 20,806千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 12,473千円 13,477千円 13,711千円 0千円

事務事業名 07 いす式階段昇降機保守事業
指標名 点検回数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 1基当たりの点検回数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - 5回 5回 5回 5回 5回 5回 5回

総合戦略

- - - - 実績 5回 5回 -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等 障害者総合支援法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

老朽化し部品調達ができない施設については，施設と
相談しながら，撤去するか新たな機器を導入するか相
談していく。

改
善
目
標

機器が老朽化しているため，点検を実施し，適正に機器
が稼働するか検査していく。

- - - -

372千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

いす式階段昇降機保守管理（年/４回実施）を実施し，必
要に応じ職員による自主点検（１回）を行う。
桜老人福祉センタ-については，撤去予定。

事
業
計
画

いす式階段昇降機保守管理（年４回）を実施し，必要に
応じて自主点検を行う。

事業費（Ａ） 352千円 421千円 372千円 0千円

内
訳

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

使用頻度は多くないが，必要な時に有効に活用できた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

732千円

事業分類 Ｂ　任意的事業（小規模）
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

いす式階段昇降機保守管理を年5回実施した。
桜老人福祉センターの昇降機を撤去した。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 352千円 421千円 372千円 0千円

執行体制 全て委託
人件費（Ｂ） 380千円 381千円

802千円 744千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

いす式階段昇降機保守管理（年/４回実施）を実
施する。
設置場所：大穂交流センタ-・谷田部老人福祉セ
ンタ-・桜総合体育館・市民ホ-ルつくばね　以上４
カ所）

課
題

機器が老朽化しているため，点検を実施し，いつでも安
全に稼働できるようにすることが必要である。

課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

　県「ひとにやさしいまちづくり条例」の推進（同条
例を遵守するための指導・助言の実施及び関係
機関との連携）を図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.05人 0.05人 0.05人

時間外
勤務

0.00時間 3.00時間 0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 14

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
7,095千円

予算事業名
総人件費 7,597千円 7,575千円

社会参加の促進に要する経費 総事業コスト 20,070千円 21,052千円 20,806千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 12,473千円 13,477千円 13,711千円 0千円

事務事業名 08 障害児スポ-ツ教室事業
指標名 参加者数 指標種別 成果指標

指標の概要 事業開始時に決定した参加者数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - 20人 20人 20人 20人 20人 20人 20人

総合戦略

- - - - 実績 21人 20人 -

81千円 107千円 0千円

根拠法令等 障害者総合支援法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

広報活動を着実に実施し，児童及び保護者の反応に気
を配りながら実施していく。

改
善
目
標

事業参加者の意見を反映したり，インストラクターとの打
ち合わせを重ねるなど行い，より障害の状況や年齢に
合わせたプログラムを提供し，参加者の満足度を向上さ
せる。

- - - -

1,486千円

事
業
の
目
的

県支出金 40千円 40千円 53千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

障害児のスポ-ツ活動を通して社会参加の促進を図る。
開催：平成27年６月から平成28年３月（合計10回）

事
業
計
画

障害児のスポ-ツ活動を通して社会参加の促進を図る。
開催：平成28年６月から平成29年３月（合計10回）

事業費（Ａ） 256千円 256千円 340千円 0千円

内
訳

国庫支出金 81千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

・スポーツ活動を実施することで，障害児の社会参加を
促進することができた。
・保護者同士の交流を促進することができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

1,775千円

事業分類 Ｂ　任意的事業（小規模）
その他特財 0千円 0千円 20千円 0千円

活
動
実
績

平成27年６月から平成28年３月までに計10回開催し，延
べ123名の参加があった。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 135千円 135千円 160千円 0千円

執行体制 全て委託
人件費（Ｂ） 1,519千円 1,486千円

1,742千円 1,826千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　障害スポ-ツ専門インストラクタ-による障害児の
ためのスポ-ツ教室を開催した。

課
題

参加する障害児にみな同じプログラムを提供しており，
障害状況や年齢に応じたものではないこと。

課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

　障害児の体力増強・交流・余暇活動等の充実を
図り，スポ-ツ教室を開催して，スポ-ツを通じた活
動場所が限られている障害児のためのスポ-ツ活
動を促進するため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.20人 0.20人 0.20人

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間 0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 14

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
7,095千円

予算事業名
総人件費 7,597千円 7,575千円

社会参加の促進に要する経費 総事業コスト 20,070千円 21,052千円 20,806千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 12,473千円 13,477千円 13,711千円 0千円

事務事業名 09 生活支援事業
指標名 利用者数 指標種別 成果指標

指標の概要 年度末時点での利用者数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - － － － － － －

総合戦略

- - - - 実績 7名 5名 -

129千円 102千円 0千円

根拠法令等 障害者総合支援法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

事業の実施場所が土浦市にあるため，隣接地市町村と
して利用者に対する適切な予算(共同委託費)を確認・維
持していく。

改
善
目
標

事業実施の評価指標を詳細に把握し，適切な費用負担
のチェックに努める。

- - - -

372千円

事
業
の
目
的

県支出金 57千円 64千円 51千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

つくば市在住の精神に障害のある方等が安心して当該
事業を利用できるよう，共同委託する土浦市近隣市町
村とともに，利用実績を基に委託費用を分担し事業を実
施する。

事
業
計
画

翌年度の当市の負担額提示時や年度末の業務完了報
告を受け取った際，事業受託者に，つくば市在住の当該
事業利用者が社会復帰したり，自立や社会参加促進が
成されている状況を把握し，適正な事業実施に努める。

事業費（Ａ） 343千円 378千円 307千円 0千円

内
訳

国庫支出金 116千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

つくば市からの事業利用者が，適切な費用負担により
安心して利用できた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

723千円

事業分類 Ｂ　任意的事業（小規模）
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

昨年度より登録者数は若干減ったが，年間延べ利用回
数を基に委託費用を分担し，利用者の自立や社会参加
を促進するための機会を継続的に提供した。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 170千円 185千円 154千円 0千円

執行体制 全て委託
人件費（Ｂ） 380千円 372千円

750千円 679千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　精神に障害のある方等に対し，通所の方法によ
り，日常生活の支援や相談及び創作的活動又は
生産活動の機会を提供するなど，社会との交流
促進等の便宜を供与する。

課
題

つくば市からの当該事業利用者が，社会復帰や自立，
社会参加の促進が図られているか，更に利用状況を詳
細に把握する必要がある。

課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

　就労が困難な在宅における精神に障害のある
方等の社会復帰と自立，社会参加の促進を図る
ための機会を提供する。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.05人 0.05人 0.05人

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間 0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 14

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
7,095千円

予算事業名
総人件費 7,597千円 7,575千円

社会参加の促進に要する経費 総事業コスト 20,070千円 21,052千円 20,806千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 12,473千円 13,477千円 13,711千円 0千円

事務事業名 10 音声誘導装置保守事業
指標名 点検回数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 1基当たりの点検回数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - 2回 2回 2回 2回 2回 2回 2回

総合戦略

- - - - 実績 2回 2回 -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等 障害者総合支援法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

常に利用可能な状態を保持するため，点検を継続して
いく。

改
善
目
標

老朽化のため，不具合箇所の修繕を行うか，新しい機
器にするか検討していく。

- - - -

372千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

ネオジシ-トの普及と音声誘導装置の保守点検の実施
（計2回）

事
業
計
画

ネオジシートの普及と音声誘導装置の保守点検の実施
（計２回）

事業費（Ａ） 182千円 553千円 220千円 0千円

内
訳

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

常に利用可能な状態を保持することができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

562千円

事業分類 Ｂ　任意的事業（小規模）
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

音声誘導装置の作動状況を確認するため，点検（機械
各部・誘導装置等の調整及び清掃を含む），必要なソー
ラー電池等の交換及びスピーカーの修繕を行った。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 182千円 553千円 220千円 0千円

執行体制 全て委託
人件費（Ｂ） 380千円 383千円

936千円 592千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　つくば駅周辺に設置してある音声誘導装置７箇
所（エキスポセンタ-入口，アルス正面玄関前，中
央公園入口，ノバホ-ル入口・玄関入口，クレオ・
モグ入口，カピオ入口）に設置し，委託業者による
保守管理の実施及び職員による自主管理を行
う。

課
題

老朽化のため，不具合箇所が増えていること。
課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

　センタ-地区を利用する視覚障害者を公的機関
等に誘導するために設置されている音声誘導装
置の保守管理を行うため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.05人 0.05人 0.05人

時間外
勤務

0.00時間 4.00時間 0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

10,091千円
予算事業名

総人件費 10,641千円 10,091千円

特別障害者手当等支給に要する経費 総事業コスト 101,261千円 104,878千円 107,533千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 90,620千円 94,787千円 97,442千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 15

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 特別障害者手当等支給事務
指標名 申請者

877人 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 活動結果指標

指標の概要 受給者数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

- - - - - --

その他特財 0千円 0千円

根拠法令等
特別児童扶養手当等の支給に関する法
律，つくば市在宅障害児福祉手当支給条
例

県支出金 1,957千円 2,011千円 1,836千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 807人

一般財源 25,258千円 26,588千円

31,122千円 31,418千円

改
善
目
標

手帳交付時に手当受給の可能性のある者に手当の案内をし
ている。20歳到達時の特別障害者手当への移行案内は，課
内各担当者からの情報提供により該当者の障害状況を把握
することで，今後も慎重に進めていく。関係機関からの施設入
所の情報は，過払いを防ぐためにも到着次第直ちに処理を行
う。

改
善
目
標

制度の違いについて保護者の理解が得られるよう，３種
類の制度について十分な説明を行う。

33,800千円 0千円

8,532千円 8,532千円

時間外
勤務

218.00時間 135.00時間 135.00時間事
業
の
目
的

身体又は精神に重度の障害を有する在宅の障害
者（児），及び障害児を養育している父母又は養
育者に手当を支給することで，日常生活における
負担を軽減し，かつ障害者（児）の福祉の増進を
図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

1.10人

0千円

地方債

個別計画 -

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

（1）特別障害者手当：月額26,620円　支給月2・5・8・11月　所
得確認月8月　障害状況確認月4・7・10・1月
（2）障害児福祉手当：月額14,480円　支給月2・5・8・11月　所
得確認月8月　障害状況確認月4・7・10・1月
（3）経過的福祉手当：月額14,480円　支給月2・5・8・11月　所
得確認月8月
（4）在宅障害児福祉手当：月額5,000円　　支給月4・8・12月
現状確認月1月
（5）特別児童扶養手当：所得確認月8月　障害状況確認月7・
11・3月

事
業
計
画

法律及び条令に基づき，以下の届を遅滞なく案内し受
け付ける。また，新規申請・資格喪失についても同様に
適正に実施する。
障害状況届（特別障害者手当・障害児福祉手当：4・7・
10・1月，特別児童扶養手当：7・11・3月）
所得状況届（特別児童扶養手当：8月）
現況届（特別障害者手当・障害児福祉手当・経過的福
祉手当：8月，在宅障害児福祉手当：1月）

事業費（Ａ） 58,337千円 60,017千円 63,620千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

平成28年3月末現在の受給者数と支給済総額
（1）特別障害者手当：77名，　21,134,300円
（2）障害児福祉手当：124名，　19,833,160円
（3）経過的福祉手当：5名，　865,400円
（4）在宅障害児福祉手当：314名，　16,765,000円
（5）特別児童扶養手当：357名，　―

上
半
期
活
動
実
績

-

特別障害者手当・障害児福祉手当・在宅障害児
福祉手当の認定を行い支給する。経過的福祉手
当は支給のみ。
　また，県より委託されている特別児童扶養手当
の各種申請に係わる事務を行う（受給者の認定･
手当の支払い等は県で行っている）。

課
題
児童を対象とした手当が３種類あり，制度の違いについ
て保護者が理解していないこと。

課
題

成
果

手当を支給することにより，在宅の障害者（児）及び障害
児の保護者や家族の在宅生活での精神的・身体的負担
軽減，福祉の増進を図ることができた。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている

27,984千円 0千円

臨時職員等 無 無 無

-
68,549千円 72,152千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

67,282千円

執行体制 補助金（直接）
人件費（Ｂ） 8,945千円

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

1.10人 1.10人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

事
業
の
概
要



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

10,091千円
予算事業名

総人件費 10,641千円 10,091千円

特別障害者手当等支給に要する経費 総事業コスト 101,261千円 104,878千円 107,533千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 90,620千円 94,787千円 97,442千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 15

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

27.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

1,696千円 1,559千円

36,329千円 35,381千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

県が指定する306種類の指定難病患者及び5種
類の一般特定疾患患者に月額3,000円の福祉金
を支給する。

課
題

指定難病として新たに加わった疾患（196疾患）の患者
からの申請が少数ではあるがあった（15名）。今後も動
向を把握する必要がある。
受給者は前年度から１割超の増加であり，システムへ
の入力等に要する事務量が大幅に増加している。係員
の協力が必須である。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

難病患者に対して福祉金を支給し，患者やその
家族の精神的，社会的苦痛を解消するとともに，
生活的負担を軽減することにより福祉の増進を図
るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.20人 0.20人 0.20人

時間外
勤務

65.00時間 27.00時間

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果
福祉金を支給することで，難病患者の生活を支援し，福
祉の増進を図ることができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

33,979千円

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

平成28年3月末現在
受給者総数：　1,115名
支給総額：　34,770,000円

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 32,283千円 34,770千円 33,822千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

- -

1,559千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

４月　市報及びホ-ムペ-ジにより，申請者に周知
９月　前期分福祉金支給
３月　後期分福祉金支給
３月　当年度支給者に対して，申請書を送付

事
業
計
画

要綱に基づき，以下の事務を滞りなく実施する。また，
随時の新規申請，異動・消滅届についても，同様に適正
に実施する。
4月　市報及びホームページにより，受給者に周知
9月　前期分福祉金支給
3月　後期分福祉金支給
3月　現年度受給者に対し，新年度分申請の案内送付

事業費（Ａ） 32,283千円 34,770千円 33,822千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 984人 1,115人 -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等つくば市難病患者支給要綱

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

指定難病の大幅な拡大により（特定疾患受給者証の交
付者数は1.5倍となる見込み），事務取扱量のさらなる増
加も予想される。今後も係内で連携を取り事務処理を進
めていく。福祉金額の見直しは27年度の申請動向をみ
て決める。

改
善
目
標

引き続き1,000人超の受給者からの申請が見込まれるた
め，係全体での作業により遅滞なく支給事務を行う。

- -

事務事業名 02 難病患者福祉金支給事務
指標名 市内疾患者数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 支給者数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

42,179千円
予算事業名

総人件費 42,427千円 42,179千円

障害福祉サ-ビスに要する経費 総事業コスト 1,922,074千円 2,196,816千円 2,416,870千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 1,879,647千円 2,154,637千円 2,374,691千円 0千円

福祉部 障害福祉課 福祉サ-ビス係 01 03 01 03 16

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 障害福祉サ-ビス事業
指標名 決定件数

2334件 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 活動結果指標

指標の概要 障害福祉サ-ビス支給決定件数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

- - - - - --

その他特財 0千円 0千円

根拠法令等障害者総合支援法
県支出金 412,773千円 459,164千円 503,082千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン Ⅰ 1 3 障害者の地域生活支援

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 2035件

一般財源 438,126千円 442,109千円

811,233千円 937,251千円

改
善
目
標

平成26年度末で経過措置が終了するため，次年度から
は障害福祉サ-ビスの新規･更新等の申請を行う全ての
方に対して，計画相談支援計画書（セルフプランを含む）
を作成する。

改
善
目
標

障害福祉サービスを希望する障害者に対し，相談支援
事業所と連携しつつ適切な内容および量の支給決定を
行う。

1,006,164千円 0千円

26,933千円 26,933千円

時間外
勤務

180.00時間 350.00時間 350.00時間事
業
の
目
的

　障害者総合支援法に基づき，障害者(児）が自
立した日常生活や社会生活を営むことができるよ
う，障害福祉サ-ビス等に係る給付等の支援を行
い，障害者(児）の福祉の増進を図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

3.50人

0千円

地方債

個別計画 つくば市障害福祉計画

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

前年度に引き続き，障害者総合支援法に基づき，障害
者等のニ-ズに応じて迅速に支給決定を行う。

平成２７年度予算・特に扶助費については，地域区分の
移行に伴う加算分及び利用者増に伴い扶助費の増額
が見込まれるため，12月に増額補正をする必要がある。

事
業
計
画

前年度に引き続き，障害者総合支援法に基づき，障害
者等のニーズに応じて迅速に支給決定を行う。

事業費（Ａ） 1,662,132千円 1,838,524千円 2,017,790千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

障害福祉サービス（自立訓練・就労訓練）支給決定者
数：417件
扶助費支出済額：568,707,012円
障害福祉サービス（介護・居住支援）支給決定者数：
1,127件
扶助費支給済額：1,194.723,005円
障害福祉サービス（計画相談支援）：支給決定者数：790
件
扶助費支給済額：29,442,019円

上
半
期
活
動
実
績

-

障害福祉サ-ビスの利用を希望する障害者の申
請に基づき，障害福祉サ-ビスの支給決定を行
う。

課
題

各相談支援事業所と必要に応じて連絡を取り合い，
個々の利用者についての必要な情報の共有を行う。
相談支援専門員の質の向上に努めることで，計画相談
支援の効果的な利用を促し，個々の利用者に合った
サービス利用とその適切な利用の管理をする必要があ
る。

課
題

成
果

障害福祉サービスの利用を希望する障害者の申請に基
づき，必要とする障害福祉サービスを支給決定すること
で，自立に向けた社会参加の実現を図ることができた。
障害福祉サービス等支給決定者972名に対して，960名
の計画相談支援計画書（セルフプランを含む）を作成す
ることができた。達成率98.8％

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている

508,544千円 0千円

臨時職員等 無 無 無

-

1,865,457千円 2,044,723千円
事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

1,689,197千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 27,065千円

効率性 -

総合評価 Ａ：成果を維持して継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

3.50人 3.50人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 高：成果が向上（高水準を維持）している

-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

事
業
の
概
要



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

42,179千円
予算事業名

総人件費 42,427千円 42,179千円

障害福祉サ-ビスに要する経費 総事業コスト 1,922,074千円 2,196,816千円 2,416,870千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 1,879,647千円 2,154,637千円 2,374,691千円 0千円

福祉部 障害福祉課 福祉サ-ビス係 01 03 01 03 16

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

97.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ａ：成果を維持して継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 高：成果が向上（高水準を維持）している

評
価

有効性 -

9,156千円 9,174千円

320,163千円 360,700千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　「児童発達支援（就学前の児童）」「放課後等デ
イサ-ビス（就学時の児童）」の利用を希望する障
害児の申請に基づき，児童用の認定調査を実施
した上で支給決定を行う。

課
題

障害児の全ての方に対し，計画相談支援（セルフプラ
ン）の必要性について理解を求める必要がある。また，
相談支援専門員の質の向上に努めることで，計画相談
支援の効果的な利用を促し，個々の利用者に合った
サービス利用とその適切な利用の管理をする必要があ
る。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　児童福祉法に基づき，障害児が自立した日常
生活や社会生活を営むことができるよう，障害児
通所支援に係る給付等の支援を行い，障害児の
福祉の増進を図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

1.20人 1.20人 1.20人

時間外
勤務

16.00時間 97.00時間

国庫支出金 108,436千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

障害児通所支援の利用を希望する障害児の申請に基
づき，必要とする障害児通所支援を支給決定すること
で，自立に向けた社会参加の実現を図ることができた。
障害児通所支援給付決定者403名対して，403名の計画
相談支援計画書（セルフプランを含む）を作成することが
できた。達成率100％

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

223,029千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

支給決定件数：444件
扶助費支出済額：309,279,192円

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 52,074千円 79,642千円 87,882千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

- -

9,174千円

事
業
の
目
的

県支出金 53,363千円 77,319千円 87,881千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 つくば市障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

前年度に引き続き，児童福祉法に基づき，障害児等の
ニ-ズに応じて迅速に支給決定を行う。

事
業
計
画

前年度に引き続き，児童福祉法に基づき，障害者等の
ニーズに応じて迅速に支給決定を行う。

事業費（Ａ） 213,873千円 310,989千円 351,526千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 ３５４件 444件 -

154,028千円 175,763千円 0千円

根拠法令等児童福祉法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

平成26年度末で経過措置が終了するため，次年度から
は障害児通所支援の新規･更新等の申請を行う全ての
方に対して，計画相談支援計画書（セルフプランを含む）
を作成する。

改
善
目
標

障害福祉サービスを希望する障害児に対し，適切な内
容および量の支給決定を行う。

- -

事務事業名 02 障害児通所支援事業
指標名 決定件数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 障害児通所支援支給決定件数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

42,179千円
予算事業名

総人件費 42,427千円 42,179千円

障害福祉サ-ビスに要する経費 総事業コスト 1,922,074千円 2,196,816千円 2,416,870千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 1,879,647千円 2,154,637千円 2,374,691千円 0千円

福祉部 障害福祉課 福祉サ-ビス係 01 03 01 03 16

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

48.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

6,206千円 6,072千円

11,196千円 11,447千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　障害福祉サ-ビスを必要とする方を対象に，認
定調査員による面接及び障害支援区分認定調査
を行う。その認定調査結果と医師意見書を基に，
市町村審査会に審査判定を依頼する。審査会に
よる審査判定結果に基づき，障害支援区分の認
定と障害福祉サ-ビスの支給決定を行い，サ-ビ
ス利用までの一連の事務を行う。

課
題
障害支援区分認定を受け，サービス利用を希望する障
害者が増加している。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　障害者総合支援法に基づき，障害者に対する
介護給付費等の支給決定に必要な障害支援区
分認定に係る事務を行うため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.80人 0.80人 0.80人

時間外
勤務

48.00時間 48.00時間

国庫支出金 765千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

審査会において適正な判定を行えるよう，必要な資料の
作成と情報提供を行うことで，障害支援区分の認定に際
して適正な事務執行を行うことができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

9,848千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

障害支援区分認定審査会開催回数…12回
障害支援区分認定調査件数…262件
障害支援区分認定調査委託件数…26件

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 2,877千円 4,122千円 4,137千円 0千円

執行体制 一部委託
人件費（Ｂ）

- -

6,072千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 つくば市障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

障害福祉サ-ビスを必要とする方を対象に，障害支援区
分の判定等を中立・公正な立場で行い，区分の認定及
び障害福祉サ-ビスの支給決定を，的確かつ迅速に実
施する。
障害支援区分認定審査会開催回数…12回
障害支援区分認定調査件数…250件
障害支援区分認定調査委託件数…30件

事
業
計
画

障害福祉サービスを必要とする方を対象に，障害支援
区分の判定等を中立・公正な立場で行い，区分の認定
および障害福祉サービスの支給決定を，的確かつ迅速
に実施する。
障害支援区分認定審査会開催回数:12回
障害支援区分認定調査件数:220件
障害支援区分認定調査委託件数:30件

事業費（Ａ） 3,642千円 5,124千円 5,375千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 ２２３件 262件 -

1,002千円 1,238千円 0千円

根拠法令等障害者総合支援法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

各調査員の判定基準の統一や，事務処理の効率化に
ついて今後も引き続き検討していき，対象者の支給申
請からサ-ビス利用まで，的確かつ迅速に事務処理を行
うような体制を整備する。

改
善
目
標

対象者の支給申請からサービス利用まで，的確かつ迅
速に事務処理を行う。

- -

事務事業名 03 障害支援区分認定事業
指標名 障害支援区分認定決定件数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 審査会において認定決定した件数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

0.20人 0.20人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

事
業
の
概
要

　障害者扶養している保護者から生存中に毎月
一定の掛金を徴収することにより，保護者が万が
一（死亡又は重度障害者）の場合などに，障害の
ある方に終身一定の年金を支給する。

課
題
加入者の一部に納付が遅れる傾向があり，今後も掛金
の徴収に注意を要する。

課
題

成
果
障害者の将来に対して，保護者の不安を抱く軽減を図っ
た。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている

0千円 0千円

臨時職員等 無 無 無

-
8,686千円 8,926千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

8,919千円

執行体制 補助金（直接）
人件費（Ｂ） 1,519千円

事
業
の
目
的

　障害者の生活の安定と福祉の増進に資すると
ともに，障害者の将来性に対し，保護者の抱く不
安の軽減を図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.20人

0千円

地方債

個別計画 -

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

障害者の将来に対して，保護者の抱く不安の軽減を図
る。

事
業
計
画

障害者の将来に対して，保護者の抱く不安の軽減を図
る

事業費（Ａ） 7,400千円 7,200千円 7,440千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

加入者：５４名
年金受給者：２７名

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 0千円 0千円

0千円 0千円

改
善
目
標

納付期限を守って，滞りなく納付する。

改
善
目
標

納付期限を守っていただき、滞りなく納付することができ
るよう，納付勧奨を行う。

0千円 0千円

1,486千円 1,486千円

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間 0.00時間

根拠法令等茨城県心身障害者扶養共済条例
県支出金 7,400千円 7,200千円 7,440千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 ２７人 ２７人 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 活動結果指標

指標の概要 年金を受けている数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

- - - - - --

その他特財 0千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 17

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 心身障害者扶養共済年金
指標名 受給者数

1,486千円
予算事業名

総人件費 1,519千円 1,486千円

心身障害者扶養共済に要する経費 総事業コスト 8,919千円 8,686千円 8,926千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 7,400千円 7,200千円 7,440千円 0千円



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

71,280千円
予算事業名

総人件費 72,854千円 72,263千円

地域生活支援に要する経費 総事業コスト 153,897千円 153,511千円 151,694千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 81,043千円 81,248千円 80,414千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 18

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01
障害者日中一時預かりサ-ビス利用費
助成事業

指標名 利用時間

2880時間 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 活動結果指標

指標の概要 利用時間の実績値（月平均）
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

- - - - - --

その他特財 0千円 0千円

根拠法令等障害者総合支援法
県支出金 3,771千円 4,219千円 4,257千円

総合戦略

Ⅱ 1 3 障害者の地域生活支援

戦略プラン Ⅰ 1 3 障害者の地域生活支援

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 2668時間

一般財源 11,519千円 12,634千円

7,568千円 8,478千円

改
善
目
標

市外の身体障害に対応した事業所と協定を結び，利用
者に告知をしながら利用を促していく。

改
善
目
標

引き続き，市外の身体障害に対応した事業所と協定を
結び，利用者に告知をしながら利用を促進する。

8,514千円 0千円

2,740千円 2,556千円

時間外
勤務

11.00時間 80.00時間 11.00時間事
業
の
目
的

障害者（児）を介護する家族の負担を軽減するた
め。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.34人

0千円

地方債

個別計画 障害福祉計画

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

４月　事業所と協定を結び事業を開始
５月から翌年４月　請求と実績報告を受けて助成金の支
払いを行う。

事業所の設置・認可を行っている県に働きかけていくと
ともに，既存の事業所に土曜・日曜日の受け入れの要
望も働きかけていく。

事
業
計
画

４月　事業所と協定を結び事業を開始
５月～翌年４月　請求と実績報告を受けて助成金の支
払いを行う
１月～３月　翌年度の利用費助成金支給申請について
案内及び受付を行う
３月末　翌年度の利用費助成金受給者証を交付
・前年度に引き続き，事業所の設置・認可を行っている
県に働きかけていくとともに，既存の事業所に土曜・日
曜日の受け入れの要望も働きかけていく。

事業費（Ａ） 22,858千円 25,331千円 25,914千円 0千円

事業分類 Ａ　任意的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

受給者証交付数：411名
実利用者数：247名
延べ利用時間：34,554時間
助成金支給額計：24,833,465円

上
半
期
活
動
実
績

-

・事業者と当事業に関する協定を締結する。
・支給申請に対し，要件を満たす場合は受給者証
を交付する。
・請求内容を審査の上，事業者に助成金を支払
う。

課
題
知的障害に対応した事業所の充実は年々図られている
が，身体障害に対応した事業所が不足している。

課
題

成
果
障害者（児）を在宅で介護する家族の一時的休息等を
図り，身体的，精神的及び経済的負担の軽減を図った。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている

13,143千円 0千円

臨時職員等 無 無 無

-
28,071千円 28,470千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

25,470千円

執行体制 補助金（直接）
人件費（Ｂ） 2,612千円

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

0.34人 0.34人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

事
業
の
概
要



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

71,280千円
予算事業名

総人件費 72,854千円 72,263千円

地域生活支援に要する経費 総事業コスト 153,897千円 153,511千円 151,694千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 81,043千円 81,248千円 80,414千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 18

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

10.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

2,534千円 2,586千円

9,914千円 9,676千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

・事業者と当事業に関する協定を締結する。
・支給申請に対し，要件を満たす場合は受給者証
を交付する。
・請求内容を審査の上，事業者に助成金を支払
う。

課
題
実施基準が，まだ全ての事業所に浸透していない。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　障害者（児）の社会参加の機会を拡大するた
め。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.33人 0.33人 0.33人

時間外
勤務

10.00時間 50.00時間

国庫支出金 2,609千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

移動支援サービスの利用を促進し，障害者（児）の社会
参加の機会拡大や日常生活及び余暇時間の充実を
図った。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

10,248千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

受給者証交付数：79名
実利用者数：35名
延べ利用時間：1991.5時間
助成金支給額計：7,327,375円

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 3,805千円 3,583千円 3,582千円 0千円

執行体制 補助金（直接）
人件費（Ｂ）

- -

2,479千円

事
業
の
目
的

県支出金 1,300千円 1,244千円 1,205千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

４月　事業所と協定を結び事業を開始
５月から翌年４月　請求と実績報告を受けて助成金の支
払いを行う。

事
業
計
画

４月　事業所と協定を結び事業を開始
５月～翌年４月　請求と実績報告を受けて助成金の支
払いを行う
１月～３月　翌年度の利用費助成金支給申請について
案内及び受付を行う
３月末　翌年度の利用費助成金受給者証を交付

事業費（Ａ） 7,714千円 7,328千円 7,197千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 169時間 166時間 -

2,501千円 2,410千円 0千円

根拠法令等障害者総合支援法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

引き続き，実施基準を含めた制度の運用について，事
業所に対する助言・指導を行い，適切な運用を求めてい
く。

改
善
目
標

実施基準を含めた制度の運用について，事業所に対す
る助言・指導を行い，適切な運用を行う。

- -

事務事業名 02
障害者移動支援サ-ビス利用費助成
事業

指標名 利用時間 指標種別 活動結果指標

指標の概要 利用時間の実績値（月平均）
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン Ⅰ 1 3 障害者の地域生活支援 - - - - - - -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

71,280千円
予算事業名

総人件費 72,854千円 72,263千円

地域生活支援に要する経費 総事業コスト 153,897千円 153,511千円 151,694千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 81,043千円 81,248千円 80,414千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 18

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

380千円 447千円

16,428千円 17,629千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

（１）日常生活の支援
（２）地域交流等の場の提供
（３）創作的活動又は生産活動の機会の提供
（４）情報の提供
（５）相談支援の実施

課
題
交通の便が良いため，市外の利用者が増えている。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

・障害者等に通わせ，地域の実情に応じ，創作的
活動又は生産活動の機会の提供，社会との交流
の促進等の便宜を供与する地域活動支援センタ
-の機能を充実強化し，もって障害者等の地域生
活支援の促進を図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.05人 0.05人 0.05人

時間外
勤務

0.00時間 28.00時間

国庫支出金 1,538千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

在宅における精神障害者等に対して，創作的活動又は
生産活動の機会の提供を行い，あわせて，相談支援事
業を実施することにより，障害者の地域生活支援の促
進を図ることができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

17,103千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

平成27年度利用者数（延べ利用者数）
年間利用延べ人数　6,786名（通所）＋1,516名（相談）＝
8,302名
通所１日実利用人員　25名

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 14,409千円 13,480千円 15,294千円 0千円

執行体制 全て委託
人件費（Ｂ）

- -

372千円

事
業
の
目
的

県支出金 776千円 831千円 654千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

在宅における精神障害者等に対して，創作的活動又は
生産活動の機会の事業の提供を行い，あわせて，相談
支援事業を実施することにより，障害者の地域生活支
援の促進を図る。当初予算が下がっているのは，過去
の実績に基づいて，つくばみらい市と委託料を案分して
いるため。

事
業
計
画

在宅における精神障害者等に対して，創作的活動又は
生産活動の機会の事業の提供を行い，あわせて，相談
支援事業を実施することにより，障害者の地域生活支
援の促進を図る。当初予算が上がっているのは，過去
の実績に基づいて，つくばみらい市と委託料を案分して
いるため。

事業費（Ａ） 16,723千円 15,981千円 17,257千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 9,833人 8,302人 -

1,670千円 1,309千円 0千円

根拠法令等障害者総合支援法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

利用者の動き（市外受入れ枠3割）に注意し，事業を提
供する。

改
善
目
標

つくば市とつくばみらい市で事業運営を行っているが，
市外受入枠３割を超えないように注意していく。

- -

事務事業名 03 地域活動支援センタ-Ⅰ型事業
指標名 延べ利用人数 指標種別 活動結果指標

指標の概要
年度内に地域活動支援センタ-を利用した者の延べ
人数（日単位で集計）

目標値
Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

71,280千円
予算事業名

総人件費 72,854千円 72,263千円

地域生活支援に要する経費 総事業コスト 153,897千円 153,511千円 151,694千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 81,043千円 81,248千円 80,414千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 18

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

10.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

2,534千円 2,501千円

15,193千円 15,086千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

・事業者と当事業に関する協定を締結する。
・支給申請に対し，要件を満たす場合は受給者証
を交付する。
・請求内容を審査の上，事業者に助成金を支払
う。

課
題

平均月1回程度の利用実績だが，もっと多く利用したい
という要望もある。協定を結ぶ事業所は5つと少なく，要
望を受け入れるには現実的には厳しい。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　重度身体障害者（児）の健康の保持及び介助に
係る家族の負担軽減のため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.33人 0.33人 0.33人

時間外
勤務

10.00時間 18.00時間

国庫支出金 4,075千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

在宅の重度身体障害者（児）の健康保持並びに介助に
係る家族の身体的，精神的及び経済的負担の軽減を
図った。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

14,582千円

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

受給者証交付数：22名
実利用者数：22名
延べ利用日数：1,046日
助成金支給額計：12,691,875円

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 5,942千円 6,203千円 6,275千円 0千円

執行体制 補助金（直接）
人件費（Ｂ）

- -

2,479千円

事
業
の
目
的

県支出金 2,031千円 2,156千円 2,110千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

４月　事業所と協定を結び事業を開始
５月から翌年４月　請求と実績報告を受けて助成金の支
払いを行う。

事
業
計
画

４月　事業所と協定を結び事業を開始
５月～翌年４月　請求と実績報告を受けて助成金の支
払いを行う
１月～３月　翌年度の利用費助成金支給申請について
案内及び受付を行う
３月末　翌年度の利用費助成金受給者証を交付

事業費（Ａ） 12,048千円 12,692千円 12,607千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 83日 87日 -

4,333千円 4,222千円 0千円

根拠法令等障害者総合支援法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

福祉サ-ビス係の担当と連携を図り，訪問入浴利用者に
対する計画相談支援の導入を図る。

改
善
目
標

福祉サービス係と連携し，事業所を開拓し，提供事業所
を増やす。

- -

事務事業名 04
重度身体障害者訪問入浴サ-ビス利
用費助成事業

指標名 利用日数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 利用日数の実績値（月平均）
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

71,280千円
予算事業名

総人件費 72,854千円 72,263千円

地域生活支援に要する経費 総事業コスト 153,897千円 153,511千円 151,694千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 81,043千円 81,248千円 80,414千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 18

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

380千円 447千円

8,973千円 8,917千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

（１）日常生活の支援
（２）地域交流等の場の提供
（３）創作的活動又は生産活動の機会の提供
（４）情報の提供
（５）相談支援の実施

課
題
施設の老朽化がすすんでいる。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

・障害者等に通わせ，地域の実情に応じ，創作的
活動又は生産活動の機会の提供，社会との交流
の促進等の便宜を供与する地域活動支援センタ
-の機能を充実強化し，もって障害者等の地域生
活支援の促進を図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.05人 0.05人 0.05人

時間外
勤務

0.00時間 28.00時間

国庫支出金 1,217千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

在宅における精神障害者等に対して，創作的活動又は
生産活動の機会の提供を行い，あわせて，相談支援事
業を実施することにより，障害者の地域生活支援の促
進を図ることができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

8,906千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

平成27年度利用者数（延べ利用者数）
年間利用延べ人数　5,797人（通所）＋125人（相談）＝
5,922人
通所１日実利用人員　24名

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 6,703千円 7,192千円 7,248千円 0千円

執行体制 全て委託
人件費（Ｂ）

- -

372千円

事
業
の
目
的

県支出金 606千円 443千円 432千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

在宅における精神障害者等に対して，創作的活動又は
生産活動の機会の事業の提供を行い，あわせて，相談
支援事業を実施することにより，障害者の地域生活支
援の促進を図る。

事
業
計
画

在宅における精神障害者等に対して，創作的活動又は
生産活動の機会の提供を行い，あわせて，相談支援事
業を実施することにより，障害者の地域生活支援の促
進を図る。

事業費（Ａ） 8,526千円 8,526千円 8,545千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 6，050人 5,922人 -

891千円 865千円 0千円

根拠法令等障害者総合支援法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

施設の老朽化も進んでおり，将来的には，別施設への
移設をおこなう。

改
善
目
標

市内の障害者を対象とした受入を行っているが，施設の
老朽化が進んでいるため，今後安全面等に注意して事
業を行う。

- -

事務事業名 05 地域活動支援センタ-Ⅲ型事業
指標名 延べ利用人数 指標種別 活動結果指標

指標の概要
年度内に地域活動支援センタ-を利用した者の延べ
人数（日単位で集計）

目標値
Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

71,280千円
予算事業名

総人件費 72,854千円 72,263千円

地域生活支援に要する経費 総事業コスト 153,897千円 153,511千円 151,694千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 81,043千円 81,248千円 80,414千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 18

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

2,658千円 2,627千円

6,374千円 6,778千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　障害のある方が医療機関，福祉施設，公共施
設等へ行く際に要するタクシ-料金の一部を助成
する。１回の乗車につき１枚の使用を限度として
年間２４枚（じん臓機能障害者で人工透析を行っ
ている方は７２枚）交付する。

課
題
利用対象であるにもかかわらず，制度を知らない方がい
ること。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

未達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　障害のある方が医療機関，福祉施設，公共施
設等へ行く際に要するタクシ-料金の一部を助成
し，福祉の増進を図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.35人 0.35人 0.35人

時間外
勤務

0.00時間 10.00時間

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果
一部を助成することにより，障害者の日常生活の利便
や社会参加に効果を発揮している。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

6,686千円

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

交付冊数：543冊
年間利用枚数：4902枚
利用率：37.6％

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 4,028千円 3,747千円 4,178千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

- -

2,600千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

一部を助成することにより，障害者の日常生活の利便
や社会参加に効果を発揮する。

事
業
計
画

一部を助成することにより，障害者の日常生活の利便
や社会参加に効果を発揮する。

事業費（Ａ） 4,028千円 3,747千円 4,178千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 5036枚 4902枚 -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等
つくば市障害者福祉タクシ-利用料金助成
要綱

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

利用枚数の増加を図り，利用率50パ-セントを目標とす
る。

改
善
目
標

手帳交付時に制度の案内を行い，必要な方へ交付す
る。

- -

事務事業名 06 障害者福祉タクシ-利用料金助成事業
指標名 年間利用枚数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 年度内に利用のあった枚数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - 5000枚 5000枚 5000枚 5000枚 5000枚 5000枚 5000枚



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

71,280千円
予算事業名

総人件費 72,854千円 72,263千円

地域生活支援に要する経費 総事業コスト 153,897千円 153,511千円 151,694千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 81,043千円 81,248千円 80,414千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 18

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

4,556千円 4,463千円

8,490千円 8,685千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

・聴覚障害者等が医療機関における受診，財産
の管理，健康の維持増進，労働環境の整備，公
共機関における手続き，社会参加を営むための
必要な態度・習慣又は能力を養うための講習会
への参加に対し，手話通訳者及び要約筆記奉仕
員を派遣する。
・聴覚障害者等が各申請等のため来庁した際の
情報保障を行うために手話通訳者を設置する。

課
題
申請内容が，制度の趣旨と一致しないことがある。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　聴覚障害者とその他との意思疎通を支援し，ま
た，聴覚障害者等の社会参加の機会を拡大する
ため

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.60人 0.60人 0.60人

時間外
勤務

0.00時間 2.00時間

国庫支出金 1,396千円

臨時職員等 有 有 有

成
果
聴覚障害者とその他との意思疎通を支援し，聴覚障害
者の社会参加の機会の拡大を図った。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

8,745千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

手話通訳者派遣延べ人数：244人
要約筆記者派遣延べ人数：21人

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 2,095千円 1,992千円 2,146千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

- -

4,457千円

事
業
の
目
的

県支出金 698千円 676千円 694千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

聴覚障害者等とその他との意思疎通を支援し，聴覚障
害者の社会参加の機会の拡大を図る。

事
業
計
画

聴覚障害者とその他との意思疎通を支援し，聴覚障害
者の社会参加の機会の拡大を図る。

事業費（Ａ） 4,189千円 4,027千円 4,228千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 258人 265人 -

1,359千円 1,388千円 0千円

根拠法令等手話通訳者等派遣事業実施要綱

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

派遣内容を十分に審査し，派遣に可否の決定を行う。

改
善
目
標

制度の趣旨について周知を徹底し，正しい利用に導く。
- -

事務事業名 07 意思疎通支援事業
指標名 派遣延べ件数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 年度内に派遣申請のあった延べ人数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - 300人 300人 300人 300人 300人 300人 300人



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

71,280千円
予算事業名

総人件費 72,854千円 72,263千円

地域生活支援に要する経費 総事業コスト 153,897千円 153,511千円 151,694千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 81,043千円 81,248千円 80,414千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 18

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

－
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

3,784千円 3,571千円

6,983千円 3,551千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

・つくば市障害者計画策定懇談会（毎年度）
・障害者総合支援法に基づく「障害福祉計画」（３
か年計画）を策定する。（次回の計画策定年度：
平成29年度）

課
題
計画の進捗状況を把握すること。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

・障害者の生活全般にかかる幅広い分野の施策
を総合的に推進するため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.45人 0.45人 0.45人

時間外
勤務

135.00時間 85.00時間

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果
第２次つくば市障害者計画後期計画を策定

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

8,439千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

つくば市障害者計画策定懇談会開催（５回）
第１回：平成27年５月21日
第２回：平成27年７月31日
第３回：平成27年９月24日
第４回：平成27年10月26日
第５回：平成28年２月８日

パブリックコメント：平成28年２月実施

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 4,655千円 3,412千円 208千円 0千円

執行体制 一部委託
人件費（Ｂ）

- -

3,343千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 つくば市障害者計画及び障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

つくば市障害者計画策定懇談会開催（６回）予定
第１回：平成27年５月21日
第２回：平成27年８月
第３回：平成27年10月
第４回：平成27年11月
第５回：平成28年１月
第６回：平成28年３月

パブリックコメント：平成27年12月予定

事
業
計
画

つくば市障害者計画策定懇談会を開催し,事業の進捗に
ついて報告する

事業費（Ａ） 4,655千円 3,412千円 208千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 ６回 ５回 -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等障害者基本法，障害者総合支援法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

なし

改
善
目
標

つくば市障害者計画策定懇談会を３月までに開催し，進
捗状況を把握し，必要な措置を講ずる。

- -

事務事業名 08 障害福祉計画策定事業
指標名 障害者計画策定懇談会 指標種別 活動結果指標

指標の概要
障害福祉計画策定のため，意見の集約，協議等を行
う場である。

目標値
Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - ６回 ６回 ６回 ６回 ６回 ６回 ６回



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

71,280千円
予算事業名

総人件費 72,854千円 72,263千円

地域生活支援に要する経費 総事業コスト 153,897千円 153,511千円 151,694千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 81,043千円 81,248千円 80,414千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 03 18

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

234.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

53,416千円 52,881千円

53,085千円 52,902千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

・地域活動支援事業において，機能訓練指導の
実施，及び職員の指導
・児童発達支援事業において，機能訓練指導，保
護者への指導，職員の指導の実施

課
題

・各福祉支援センター職員が，支援方法等の共通の理
解をもって事業運営をするための研修の機会が少ない
こと。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

障害者センタ-の地域活動支援事業及び児童発
達支援事業において，障害者（児）に対し，心身
機能の維持･増進をはかることで，自立した日常
生活や社会生活を営むことができるようにするた
め。

内
訳

正
職
員

従事
割合

7.00人 7.00人 7.00人

時間外
勤務

97.50時間 331.25時間

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

・各福祉支援センターの利用者に対し機能の維持，改
善，または能力低下を遅らせる効果がみられる。
・専門研修により，各福祉センター職員の意識改革，専
門知識や技術の向上につながった。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

53,718千円

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

・３か月ごとに日程を調整し，各福祉支援センターへ出
向き機能訓練指導，職員指導を実施した。
・新任職員研修中期過程の講師を行った。
・福祉支援センター職員専門研修を１回行った。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 302千円 204千円 280千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

- -

52,622千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

地域活動支援事業，児童発達支援事業において機能訓
練指導を継続実施する。その他，介護予防事業等の他
課からの依頼業務についても協力していく。

事
業
計
画

・地域活動支援事業，児童発達支援事業において機能
訓練指導を実施する。
・福祉支援センター職員に対する，支援方法等の共通理
解を得るための専門職員研修を実施する。

事業費（Ａ） 302千円 204千円 280千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 6,866人 6,677人 -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等
障害者総合支援法
児童福祉法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

指導回数に大きな偏りが無く利用者に対して指導を実
施する。

改
善
目
標

・研修により，福祉支援センター職員が支援方法等の共
通理解を持って事業ができるようにする。

- -

事務事業名 09 理学・作業療法指導事業
指標名 機能訓練指導実施者数 指標種別 -

指標の概要
障害者センタ-の地域活動支援事業及び児童発達支
援事業において利用者に対して機能訓練指導を実施
した延べ人数目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - 5,000人 5,000人 5,000人 5,000人 5,000人 5,000人 5,000人



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

2,972千円
予算事業名

総人件費 3,038千円 2,972千円

自立支援医療等に要する経費 総事業コスト 109,288千円 117,134千円 112,985千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 106,250千円 114,162千円 110,013千円 0千円

福祉部 障害福祉課 総合支援係 01 03 01 03 19

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 更生医療給付事業
指標名 申請件数

43件 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 活動結果指標

指標の概要 更正医療の申請件数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

- - - - - --

その他特財 0千円 0千円

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合
的に支援するための法律

県支出金 25,205千円 26,299千円 26,556千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 50件

一般財源 28,928千円 31,529千円

50,411千円 54,356千円

改
善
目
標

請求内容の確認を正確に行い，誤請求を防ぐ。

改
善
目
標

届いたレセプトの内容を確認し,誤請求を防ぐ。

53,112千円 0千円

1,486千円 1,486千円

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間 0.00時間事
業
の
目
的

　身体障害者の自立と社会経済活動への促進を
図るため

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.20人

0千円

地方債

個別計画 -

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

H26年度の申請実績を踏まえ，生活保護受給者の申請
もれに注意し，迅速に決定を行う。

事
業
計
画

H27年度の申請実績を踏まえ，生活保護受給者の申請
もれに注意し，迅速に決定を行う。

事業費（Ａ） 100,856千円 112,184千円 106,301千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

平成27年度の実施状況は，43件の認定を行い，支出額
は112,183,739円である。

上
半
期
活
動
実
績

-

　更正のために医療が必要な身体障害者に対
し，特定の医療（対象となる医療が障害別に定め
られている。）を受けた場合の医療費総額の自己
負担分3割の内，2割を（生活保護者は１０割）公
費で助成する。

課
題

国保連や社会保険診療報酬支払基金から届くレセプト
について,認定期間切れのものや更生医療の対象となら
ないものが入っていることがある。

課
題

成
果

障害者が必要な医療についての，医療費助成を行うこ
とで障害原因が改善されたり，機能の維持が保たれると
いう効果があった。また，このことにより身体障害者の自
立と社会経済活動への参加の促進を図ることができた。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている

26,633千円 0千円

臨時職員等 無 無 -

-
113,670千円 107,787千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

102,375千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 1,519千円

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

0.20人 0.20人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

事
業
の
概
要



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

2,972千円
予算事業名

総人件費 3,038千円 2,972千円

自立支援医療等に要する経費 総事業コスト 109,288千円 117,134千円 112,985千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 106,250千円 114,162千円 110,013千円 0千円

福祉部 障害福祉課 総合支援係 01 03 01 03 19

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

1,519千円 1,486千円

3,464千円 5,198千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　医療が必要な児童に対し，特定の医療（対象と
なる医療が障害別に定められている。）を受けた
場合の医療費総額の自己負担分3割のうち，2割
を（生活保護者は１０割）公費で助成する。

課
題
制度の理解が浸透していない点。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　身体に障害のある児童，またはそのまま放置す
ると将来障害を残すと認められる疾患がある児童
が，その障害を除去・軽減する効果が期待できる
手術等の治療を行なう負担を軽減するため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.20人 0.20人 0.20人

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間

国庫支出金 849千円

臨時職員等 有 無 -

成
果

障害者が必要な医療についての，医療費助成を行うこ
とで障害原因が改善されたり，機能の維持が保たれると
いう効果があった。また，このことにより身体障害者の自
立と社会経済活動への参加の促進を図ることができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

6,913千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

平成27年度の実施状況は，28件の認定を行い，支出額
は1,977,936円である。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 433千円 260千円 2,053千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

- -

1,486千円

事
業
の
目
的

県支出金 424千円 493千円 553千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

この事業については平成２５年度より，県から権限委譲
された事務である。困難案件について相談するため，嘱
託医を依頼しているところであるが，任期は３年間となっ
ている。そのため，平成２７年度中に依頼事項の見直し
をし，平成２８年度委嘱に向けて準備を行う必要があ
る。

事
業
計
画

医療を行う際は，事前申請が必要であるが，事後に申
請を出される事例がある。事前申請である旨の周知を
行っていく必要がある。

事業費（Ａ） 5,394千円 1,978千円 3,712千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 25件 28件 -

1,225千円 1,106千円 0千円

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合
的に支援するための法律

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

医療機関と密に連絡をとり，制度の周知を行う。

改
善
目
標

医療機関と密に連絡をとり，制度の周知を行う。
- -

事務事業名 02 育成医療給付事業
指標名 申請件数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 育成医療の申請件数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

34,076千円
予算事業名

総人件費 42,674千円 33,875千円

福祉相談に要する経費 総事業コスト 60,008千円 50,301千円 54,702千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 17,334千円 16,426千円 20,626千円 0千円

福祉部 障害福祉課 福祉サ-ビス係 01 03 01 03 20

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 福祉相談支援事業(委託）
指標名 受付件数

3228件 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 活動結果指標

指標の概要 委託事業所が受けた相談件数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

2300件 2300件 2300件 2300件 2300件 2300件2500件

その他特財 0千円 0千円

根拠法令等 障害者総合支援法第77条第1項第1号
県支出金 1,637千円 1,650千円 1,626千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 2905件

一般財源 7,151千円 7,212千円

3,286千円 3,315千円

改
善
目
標

市民や関係機関等に活動内容を説明する機会を増や
し，事業に対する理解を高める。

改
善
目
標

基幹相談支援センターの役割を市民に理解してもらえる
よう，障害者福祉ガイドブック等で周知する。

3,253千円 0千円

1,486千円 1,486千円

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間 0.00時間事
業
の
目
的

　地域の障害者福祉に関する各般の問題につい
て，情報提供や関係機関との連携調整等の支援
を行い，障害者の自立を促進するため。また，誰
もが住みやすい環境を作る手助けをするため

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.20人

0千円

地方債

個別計画 -

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

引き続き，市内3箇所の相談支援事業所に事業を委託
して実施する。加えて，つくば市障害者自立支援懇談会
や関係団体等との会議の場などを利用して活動状況の
説明に努める。

事
業
計
画

市内3か所の指定相談支援事業所に事業を委託して実
施する。通常の相談業務に加え，基幹相談支援セン
ターとしての認知が広がるよう，機能と役割について説
明する機会を設ける。

事業費（Ａ） 12,074千円 12,177千円 12,186千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

相談件数　3,228件(平成28年3月31日現在)
※内訳
830件(つくばライフサポートセンターみどりの)
1,296件(つくば市社会福祉協議会)
1,102件(筑峯学園)

上
半
期
活
動
実
績

-

　市内3か所の指定相談支援事業者に委託し実
施。月～金曜日まで（祝日除く），相談窓口として
相談支援員を配置し，障害者等へ情報提供や助
言を行い，生活全般をサポ-トする。

課
題

市民が基幹相談支援センターの役割の理解が不足して
いる。

課
題

成
果

各委託事業所の活動実績の他，年間を通して基幹相談
支援センター機能の一つ，障害福祉あんしん相談室(総
合相談)を運営し，市内相談支援事業所の力量向上が
図られた。また，関係団体からの依頼を受けて研修や講
演にも協力いただき，相談体制についての周知と理解
が図られた。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている

7,307千円 0千円

臨時職員等 無 無 無

-
13,663千円 13,672千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

13,593千円

執行体制 全て委託
人件費（Ｂ） 1,519千円

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

0.20人 0.20人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

事
業
の
概
要



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

34,076千円
予算事業名

総人件費 42,674千円 33,875千円

福祉相談に要する経費 総事業コスト 60,008千円 50,301千円 54,702千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 17,334千円 16,426千円 20,626千円 0千円

福祉部 障害福祉課 福祉サ-ビス係 01 03 01 03 20

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

2,278千円 2,229千円

2,328千円 2,451千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　課題ごとの会議体制において,障害者が地域で
生活するための社会的支援として何が必要なの
かを話し合う会議。

課
題

相談支援体制が効果的なものとなるために，外部委員
の参加機会を増やす必要がある。

課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

　障害者福祉に関係する者が地域の課題を共有
し,地域の支援体制の整備について協議し,障害者
の地域における自立した生活を支援する体制を
構築するため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.30人 0.30人 0.30人

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

障害児の相談支援体制拡大，Ｂ型事業所の利用の在り
方，医療機関を含んだ支援機関との連携体制など，これ
までの地域課題や法改正による地域体制整備に係る課
題等について協議・検討を行った。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

2,368千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

全体会(会議全体の管理)　1回，専門部会（2つのテーマ
に応じた協議）　6回，プロジェクト会議（社会資源開発等
に関する協議及び実践）　23回，事務局会議（会議運営
に関する打ち合わせ）　6回　　　合計　36回開催

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 90千円 99千円 222千円 0千円

執行体制 一部委託
人件費（Ｂ）

- -

2,229千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

昨年度と同様の会議開催数(38回程度)を見込む。

障害者差別の解消を推進するための取組を円滑に行う
ための協議機関として，【障害者差別解消支援地域協
議会】を組織するところであるが，平成27年度は、この懇
談会において，地域における障害者差別に関する相談
等について情報を共有し，当該事例の集積・検討を実施
する。

事
業
計
画

昨年度まで行っていたプロジェクト会議を基幹相談支援
センター業務に移し，改めて必要な活動に取り組む。会
議回数は10回程度を見込む。

事業費（Ａ） 90千円 99千円 222千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 38回 36回 -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等 障害者総合支援法第89条第3項

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

事務局委員で構成する会議において年度末までの目標
を掲げ，各委員の役割を明確にしながら事業を進める。

改
善
目
標

会議での外部委員の参加機会を増やし，現場の意見を
取り入れた会議運営を行う。

- -

事務事業名 02 障害者自立支援懇談会
指標名 会議開催回数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 障害者自立支援懇談会等の会議開催回数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - 18回 38回 38回 38回 38回 38回 38回



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

34,076千円
予算事業名

総人件費 42,674千円 33,875千円

福祉相談に要する経費 総事業コスト 60,008千円 50,301千円 54,702千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 17,334千円 16,426千円 20,626千円 0千円

福祉部 障害福祉課 福祉サ-ビス係 01 03 01 03 20

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

35.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

6,170千円 4,484千円

8,158千円 9,064千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　障害者虐待に対応できる体制の整備（障害者
虐待防止センタ-の運営，対応手順書の作成，24
時間・365日の相談体制整備，一時保護のための
居室確保，障害者虐待防止ネットワ-ク構築等），
虐待対応（通報・届出受理，情報収集，事実確
認，ケ-ス会議，ケ-ス支援），虐待予防（研修会開
催，虐待防止パンフレット配布）。

課
題

つくば市障害者虐待防止センターに通報はあるが，虐
待被害者の意向で加害者に事実確認するまでに至らな
い。加害者に通報したことが知れると虐待がエスカレー
トすると恐れている傾向が見られること。

課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

障害者虐待の防止及び早期発見，虐待を受けた
障害者への迅速かつ適切な対応，養護者に対す
る適切な支援，関係機関との連携協力の体制整
備を行い，障害者の尊厳を保持するため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.80人 0.60人 0.60人

時間外
勤務

35.00時間 10.00時間

国庫支出金 1,283千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

　障害者虐待防止センターは障害者虐待の対応窓口と
して認知され，早期に相談があり，虐待防止や適切な
サービスの利用につながるケースがあった。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

10,429千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

　障害福祉課内に設置してあるつくば市障害者虐待防
止センターの対応マニュアルを改訂した。障害者虐待通
報・届出等件数は１２件。つくば市虐待防止ネットワーク
運営委員会1回，実務者会議1回，福祉支援センターを
対象とした研修会2回を開催。また，通報窓口周知のた
め，パンフレットの配布や，ホームページ・ガイドブック等
の常時掲載により，さらなる体制整備を図った。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 2,337千円 1,794千円 2,253千円 0千円

執行体制 一部委託
人件費（Ｂ）

- -

4,551千円

事
業
の
目
的

県支出金 639千円 625千円 753千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

障害福祉サ-ビス事業所等に対して研修を行い，障害福
祉サ-ビス従事者による虐待を防止する。障害者虐待防
止啓発活動を強化し，「障害者虐待防止センタ-」につい
て市民に周知を図る。

事
業
計
画

障害福祉サ-ビス事業所等に対して研修を行い，障害福
祉サ-ビス従事者による虐待を防止する。障害者虐待防
止啓発活動を強化し，「障害者虐待防止センタ-」につい
て市民に周知を図る。

事業費（Ａ） 4,259千円 3,674千円 4,513千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 10件 12件 -

1,255千円 1,507千円 0千円

根拠法令等
障害者虐待の防止，障害者の養護者に対
する支援等に関する法律

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

虐待被害者の意向をよく聞き取り，加害者から遠ざける
方法で，被害者の安全を第一に考え，施設への入所
等，適切に対応する。

改
善
目
標

虐待被害者の意向をよく聞き取り，加害者から遠ざける
方法で，被害者の安全を第一に考え，施設への入所
等，適切に対応する。

- -

事務事業名 03 障害者虐待防止事業
指標名 障害者虐待通報・届出等件数 指標種別 成果指標

指標の概要
　障害者虐待に対応できる体制の整備（障害者虐待
防止センタ-の運営，24 時間・365日相談体制整備）
により，通報・届出等の相談受付を行う。目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

34,076千円
予算事業名

総人件費 42,674千円 33,875千円

福祉相談に要する経費 総事業コスト 60,008千円 50,301千円 54,702千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 17,334千円 16,426千円 20,626千円 0千円

福祉部 障害福祉課 福祉サ-ビス係 01 03 01 03 20

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

107.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

15,729千円 15,142千円

15,421千円 18,510千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

臨床心理士により，発達に障害がある児童に対し
発達の調査を実施し，保護者に対し障害の早期
発見・早期支援のための助言・指導等の支援を
行う。また，関係機関の職員等に対し助言等の支
援や，関係機関との連絡調整を行う。

課
題

新規の申し込みや他機関からの紹介等により，個別の
相談の待機期間が長くなってきている。また，ペアレン
ト・トレーニングの定員に限りがあるため，希望者の一部
しか参加することができない。

課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

巡回相談を実施し，発達障害の早期発見・早期
支援を推進する体制を整備し，発達障害児等の
福祉の向上を図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

2.00人 2.00人 2.00人

時間外
勤務

200.00時間 107.00時間

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 有

成
果

個別相談実施の上で療育等の支援につなぐことや，保
育所への情報提供ができた。さらに，ペアレント・トレー
ニング実施によって，保護者が子どもへの具体的なか
かわりを学び，保護者同士が支え合うことができた。ま
た，障がい児保育研修やのびのび子育て教室の参加に
より，こども課や健康増進課との連携の機会が増えた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

15,987千円

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

障害福祉課や巡回による相談を行い，実相談件数539
件，延べ相談回数888件，発達検査・知能検査135件で
あった。また，保健センターでののびのび子育て教室に
参加し（12回×２か所），発達の気になる子の早期支援
を行った。福祉支援センターさくらにおいて，利用してい
る保護者５名を対象にペアレント・トレーニングを試行的
に実施した（全６回）。こども課の「障がい児保育研修会」
に参加し（３回），助言等を行った。また，保育所の依頼
に基づき，保護者対象の講演会への講師派遣を行っ
た。発達障害児支援連携会議に参加し，健康増進課と
療育についての情報共有をした。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 258千円 136千円 1,678千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

- -

15,142千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 47千円 563千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

前年度に引き続き，つくば市福祉支援センタ-3ヶ所・子
育て総合支援センタ-1ヶ所・市立保育所23ヶ所・障害福
祉課での相談を行う。さらに，保健センタ-（大穂・谷田
部）ののびのび子育て教室にも巡回し，早期発見・早期
支援に努めるとともに，連携を強化する。また，福祉支
援センタ-さくらにおいて，試行的にペアレント・トレ-ニン
グを行う。

事
業
計
画

引き続き，つくば市福祉支援センター３ヶ所・子育て総合
支援センター１ヶ所・市立保育所23ヶ所・障害福祉課で
の相談と，保健センター（大穂・谷田部）ののびのび子育
て教室への参加を行い，早期発見・早期支援に努めると
ともに，関係各課との連携を強化する。また，３福祉支
援センターにおいて，ペアレント・トレーニングの本格的
な実施を行う。

事業費（Ａ） 258千円 279千円 3,368千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 713件 888件 -

96千円 1,127千円 0千円

根拠法令等 発達障害者支援法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

関係各課が集まり情報共有できる場を持つことを見据え
て，個別の事案や相談を通じた連携を深める。また，個
別相談以外の支援メニュ-の充実を図る。

改
善
目
標

臨時職員（臨床心理士）を雇用し，個別の相談や保育所
巡回の一部を担うことで，相談の待機期間の短縮を図
る。ペアレント・トレーニングを３福祉支援センターに拡大
し，市内全体の受講定員を増やす。

- -

事務事業名 04 発達障害相談支援事業
指標名 相談受付件数 指標種別 活動結果指標

指標の概要
来所，電話等，必要に応じて相談者の希望する形態
で，随時，相談を受け付ける。

目標値
Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

34,076千円
予算事業名

総人件費 42,674千円 33,875千円

福祉相談に要する経費 総事業コスト 60,008千円 50,301千円 54,702千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 17,334千円 16,426千円 20,626千円 0千円

福祉部 障害福祉課 福祉サ-ビス係 01 03 01 03 20

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

100.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

15,458千円 9,048千円

9,092千円 9,242千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　相談を受け，内容に応じて適切な関係機関・関
係各課等の支援，手続き担当者につないだり(連
絡・調整)，情報提供や助言などの支援を行う。

課
題

指定相談支援事業所の更なる活用や，相談者がよりア
クセスしやすい体制整備が求められる。

課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

　相談者の不安を聞き，該当する関係各課及び
関係機関への連携を行い，問題解決の糸口を探
るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

2.00人 1.20人 1.20人

時間外
勤務

100.00時間 50.00時間

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

相談者にとって利便性の高い方法で，各々の主訴を聞
き取り，関係各課･関係機関との連携・調整の役割を
担った。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

16,051千円

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

来所，電話，ＦＡＸ，メール，訪問等，必要に応じて相談
者の希望する形態で，随時，相談を受け付けている。ま
た，障害者相談支援事業所における,計画相談が普及し
たことから，継続が見込まれる案件は事業所で支援を
行っているため，相談件数の減が見られた。
平成27年度末 福祉相談件数440件（来所53件，電話
349件，訪問17件，メール20件，FAX1件）

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 593千円 44千円 60千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

- -

9,182千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

前年度に引き続き，窓口，電話，ＦＡＸ，メ-ル等，相談者
にとって利便性の高いツ-ルでの相談を実施する。ま
た，障害福祉サ-ビスを利用する障害者の相談について
は，Ｈ27年度からは，相談支援事業所における計画相
談が必要となることから，関係機関と連携しながら事業
を実施し，相談者がどこに相談したらよいか迷うことなく
相談できる環境を整備する。

事
業
計
画

前年度に引き続き，窓口，電話，ＦＡＸ，メ-ル等，相談者
にとって利便性の高いツ-ルでの相談を実施する。ま
た，障害福祉サ-ビスを利用する障害者の相談について
は，Ｈ27年度からは，相談支援事業所における計画相
談が必要となることから，関係機関と連携しながら事業
を実施し，相談者がどこに相談したらよいか迷うことなく
相談できる環境を整備する。

事業費（Ａ） 593千円 44千円 60千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 752件 440件 -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等 障害者総合支援法第77条第1項1号

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

指定相談支援事業所の更なる活用や，関係機関の連
携体制の強化を行う。

改
善
目
標

指定相談支援事業所の更なる活用や，関係機関の連
携体制の強化を行う。

- -

事務事業名 05 福祉相談事業
指標名 相談受付件数 指標種別 活動結果指標

指標の概要

来所，電話，ＦＡＸ，メ-ル，訪問等，必要に応じて相談
者の希望する形態で，随時，相談を受け付ける。ま
た，福祉相談支援事業（委託）と連動しており，継続
が見込まれる案件は委託事業所につなぎ，支援を
行っているため，件数の減が見込まれる。

目標値
Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

34,076千円
予算事業名

総人件費 42,674千円 33,875千円

福祉相談に要する経費 総事業コスト 60,008千円 50,301千円 54,702千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 17,334千円 16,426千円 20,626千円 0千円

福祉部 障害福祉課 福祉サ-ビス係 01 03 01 03 20

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

760千円 743千円

803千円 803千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　身体に障害のある者，知的に障害のある者及
び保護者の相談に応じ，更正のために必要な援
助を行う。
身体障害者相談員は，自身が身体障害者手帳の
所持者であることを条件として委託している。

課
題

個人情報を保護する観点から，相談員の連絡先を広報
していないため，周知が困難である。

課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

　身体に障害のある者，知的に障害のある者及
びその保護者の相談に応じ必要な助言等を行い
障害者福祉の推進を図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.10人 0.10人 0.10人

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

　相談員が障害者のため，研修会等の参加によって障
害者の社会参加の場となっている。また，相談者と同じ
目線からピアカウンセリングを行うことができるため，相
談者が安心して相談を行い，不安や悩みを軽減すること
ができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

820千円

事業分類 Ｂ　任意的事業（小規模）
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

　障害者等からの相談（約32件）に応じ助言等を行う。県
主催の各相談員研修会に参加(計2回)した。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 60千円 60千円 60千円 0千円

執行体制 一部委託
人件費（Ｂ）

- -

743千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

今後は相談員の業務にあるように障害者の地域活動の
中心となり，その活動の推進を図るために，障害者が社
会参加しやすい環境をつくるなど，活動を広めていく。

事
業
計
画

今後は相談員の業務にあるように障害者の地域活動の
中心となり，その活動の推進を図るために，障害者が社
会参加しやすい環境をつくるなど，活動を広めていく。

事業費（Ａ） 60千円 60千円 60千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 40件 32件 -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等 身体障害者福祉法・知的障害者福祉法

その他の指標

障害者相談員の社会参加
県主催の各相談員研修会に参加（計５回）する。
身体障害者相談員研修会（２回）参加
知的障害者相談員研修会（３回）参加

- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

ホ-ムペ-ジや広報で身体・知的障害者相談員事業を周
知し，市が窓口となって相談員に連絡し，助言や支援を
行ってもらう。

改
善
目
標

ホ-ムペ-ジや広報で身体・知的障害者相談員事業を周
知し，市が窓口となって相談員に連絡し，助言や支援を
行ってもらう。

- -

事務事業名 06 身体・知的障害者相談員事業
指標名 相談対応件数 指標種別 成果指標

指標の概要
障害者等からの相談に応じ助言などを行う。
障害者の地域活動の中心となり，その活動の推進を
図る。目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

34,076千円
予算事業名

総人件費 42,674千円 33,875千円

福祉相談に要する経費 総事業コスト 60,008千円 50,301千円 54,702千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 17,334千円 16,426千円 20,626千円 0千円

福祉部 障害福祉課 福祉サ-ビス係 01 03 01 03 20

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

0.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

760千円 743千円

836千円 960千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　成年後見制度の市長申立てに要する経費（登
記手数料，鑑定費用等）及び成年後見人等の報
酬を支給する。

課
題

　成年後見制度についての理解が不足している。
課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

　成年後見制度を支援することにより，知的障害
者又は精神障害者の権利擁護を図るため

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.10人 0.10人 0.10人

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

　成年後見制度利用について相談が入った際，相談者
への説明等がリーフレット作成により，平易にわかりや
すく実施できた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

760千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

成年後見制度に関するリーフレットの作成を行い周知し
た。。

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 0千円 93千円 109千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

- -

743千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 36千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 つくば市障害者計画　　　　　(第４期）

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

成年後見制度利用についての相談が入った際，相談者
のニ-ズに応じて説明や関係機関の案内等を行う。

事
業
計
画

成年後見制度利用についての相談が入った際，相談者
のニ-ズに応じて説明や関係機関の案内等を行う。

事業費（Ａ） 0千円 93千円 217千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 ０件 0件 -

0千円 72千円 0千円

根拠法令等 障害者総合支援法第77条第１項第4号

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

成年後見制度リ-フレット（障害者用）を作成する。

改
善
目
標

成年後見制度リ-フレット（障害者用）を活用し，より制度
の周知を図る。

- -

事務事業名 07 成年後見制度利用支援事業
指標名 決定件数 指標種別 -

指標の概要 決定件数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

90,046千円
予算事業名

総人件費 92,041千円 90,280千円

福祉支援センタ-さくら運営に要する経費 総事業コスト 145,148千円 142,764千円 149,146千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 53,107千円 52,484千円 59,100千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 09 11

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01
地域活動支援サ-ビス（福祉支援セン
タ-さくら）

指標名 通年度延べ利用人数

4,351人 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 活動結果指標

指標の概要 地域活動支援サービスの通年度利用延べ人数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

4,700人 4,700人 4,700人 4,700人 4,700人 4,700人4,700人

その他特財 56千円 35千円

根拠法令等

・障害者総合支援法
・つくば市福祉支援センタ-条例
・つくば市福祉支援センタ-条例施行規則
・つくば市障害者地域活動支援サ-ビス実
施要綱

県支出金 3,247千円 3,369千円 3,887千円

総合戦略

Ⅱ 1 3 障害者の地域生活支援

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 4,031人

一般財源 29,482千円 25,542千円

6,517千円 6,771千円

改
善
目
標

　運営規程及び個別支援計画に則り，利用者ニーズに
対応した支援を行い，利用者の身体等機能の維持，及
び家族の身体・精神的負担の軽減と安定を図る。

改
善
目
標

　65才以上の高齢化と車椅子利用者との共存など，利
用者の多様化に対し，工夫を凝らして対応する。

7,775千円 0千円

40,953千円 41,309千円

時間外
勤務

170.00時間 37.00時間 170.00時間事
業
の
目
的

　在宅の身体・知的障害のある方に対し，創作活
動又は生産活動の機会の提供，社会との交流そ
の他の便宜を供与することにより，障害のある方
の生きがいづくりを支援し，福祉の増進を図るた
め

内
訳

正
職
員

従事
割合

5.50人

0千円

地方債

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

1）事業実施日数 237日
2）１日当たり利用者定員 45名
3）利用登録者数 37名
    （身体21名，知的16名）
4）利用延べ人数 4,700名
    （身体2,700名, 知的2,000名）
5）送迎バス  ３台
6）送迎バス利用登録者数 30名
7）送迎バス延べ利用者数 4,000名

事
業
計
画

1）事業実施日数 237日
2）１日当たり利用者定員 45名
3）利用登録者数 36名
    （身体20名，知的16名）
4）利用延べ人数4,700名
    （身体2,700名, 知的2,000名）
5）送迎バス  ３台
6）送迎バス利用登録者数 30名
7）送迎バス延べ利用者数 4,000名

事業費（Ａ） 39,302千円 35,717千円 40,446千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

1）事業実施日数 237日
2）１日当たり利用者定員 45名
3）利用登録者数 38名
    （身体20名，知的18名）
4）利用延べ人数 4,351名
    （身体1,904名, 知的2,447名）
5）送迎バス  ３台
6）送迎バス利用登録者数 30名
7）送迎バス延べ利用者数 4,380名

上
半
期
活
動
実
績

-

　個別支援計画を作成し，①社会適応訓練　②更
生相談　③スポ-ツ・レクリエ-ション・社会との交
流促進　④創作活動　⑤健康指導　⑥生産活動
⑦介護方法の指導　⑧送迎サ-ビス等の支援を
提供する。

課
題

　利用者の高齢化が進み，65歳以上の高齢利用者も在
籍するようになり，車椅子利用者との共存が難しいこと。

課
題

成
果

　作業療法士，理学療法士などの専門職の指導により，
個々の障害の状態にあったサービスを提供することが
できた。野外活動や作業活動などをとおし，社会適応の
ための訓練を行うことができた。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている

28,784千円 0千円

臨時職員等 有 有 有

-
76,670千円 81,755千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

81,526千円

執行体制 一部委託
人件費（Ｂ） 42,224千円

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

5.50人 5.50人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

事
業
の
概
要



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

90,046千円
予算事業名

総人件費 92,041千円 90,280千円

福祉支援センタ-さくら運営に要する経費 総事業コスト 145,148千円 142,764千円 149,146千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 53,107千円 52,484千円 59,100千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 09 11

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

170.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

49,817千円 49,327千円

66,094千円 67,391千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　保護者と児童に対して，①小集団における指導
（保育）　②ことばやコミュニケ-ションの指導・認
知を中心とした発達指導　③日常生活動作等の
諸活動に対する指導　④運動など基本的動作活
動に対する指導などの支援を提供する。

課
題

　年度途中の新たな利用希望者が待機者にならないよ
うに，３センターで調整し対応して受け入れているが，希
望を受け入れられない事態が生じることも想定されるこ
と。

課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

　発達の遅れがみられる就学前児童に対し，「母
子通所」による療育を主眼とした，「集団指導」と
「個別指導」を実施し，日常生活に必要な基本的
動作や、自活に必要な知識や技能，集団生活へ
の適応力などを養うため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

6.50人 6.50人 6.50人

時間外
勤務

170.00時間 391.00時間

国庫支出金 0千円

臨時職員等 有 有 有

成
果

　児童の状況及びニーズを的確に捉え，個別支援計画
に基づき，集団・個別指導を提供することができた。それ
により，児童の発達を促し，日常生活への指導，アドバ
イス等の支援を行うことができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

63,622千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 13,805千円 15,552千円 15,638千円 0千円

活
動
実
績

1）事業実施日数 233日
2）１日当たり利用者定員 20名
3）利用登録者数 82名
4）利用延べ人数 2,493名

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 0千円 1,215千円 3,016千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

- -

48,737千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

1）事業実施日数 233日
2）１日当たり利用者定員 20名
3）利用登録者数 81名
4）利用延べ人数 2,700名

事
業
計
画

1）事業実施日数 233日
2）１日当たり利用者定員 20名
3）利用登録者数 80名
4）利用延べ人数 2,600名

事業費（Ａ） 13,805千円 16,767千円 18,654千円 0千円

内
訳

総合戦略

- - - - 実績 2,582人 2,493人 -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等
・児童福祉法
・つくば市福祉支援センタ-条例
・つくば市福祉支援センタ-条例施行規則

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

　就学前児童の身体等機能の維持，及び家族の身体・
精神的負担の軽減と安定図る。

改
善
目
標

　年度途中の新たな利用希望者については，３センター
間の連携強化により，待機者とならないように継続して
調整する。

- -

事務事業名 02 児童発達支援（福祉支援センタ-さくら）
指標名 通年度延べ利用人数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 児童発達支援事業の通年度利用延べ人数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - 2,700人 2,700人 2,700人 2,700人 2,700人 2,700人 2,700人



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

4.50人 4.50人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
未達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

事
業
の
概
要

　個別支援計画を作成し，①社会適応訓練　②更
生相談　③スポ-ツ・レクリエ-ション・社会との交
流促進　④創作活動　⑤健康指導　⑥生産活動
⑦介護方法の指導　⑧送迎サ-ビス等の支援を
提供する。

課
題

　利用者の障害の重度化・重複化などに伴い，利用者
のニーズが多様化していること。

課
題

成
果

　利用者は通所を通して，生活のリズムをつくり，家庭以
外の環境で社会で共生していく能力を育んだ。個別支援
計画に基づく支援や行事の参加は，日常生活動作等必
要な能力の訓練と生きがいづくりに寄与した。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている

12,489千円 0千円

臨時職員等 有 有 有

-
51,683千円 52,159千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

49,939千円

執行体制 一部委託
人件費（Ｂ） 34,335千円

事
業
の
目
的

　在宅の身体・知的障害のある方に対し，創作活
動又は生産活動の機会の提供，社会との交流そ
の他の便宜を供与することにより，障害のある方
の生きがいづくりを支援し，福祉の増進を図るた
め

内
訳

正
職
員

従事
割合

4.50人

0千円

地方債

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

1）事業実施日数 237日
2）１日当たり利用者定員 20名
3）利用登録者数 16名
    （身体７名，知的９名）
4）利用延べ人数 2,500名
    （身体800名, 知的1,700名）
5）送迎バス  ２台
6）送迎バス利用登録者数 12名
7）送迎バス延べ利用者数 2,550名

事
業
計
画

1）事業実施日数 237日
2）１日当たり利用者定員 20名
3）利用登録者数 13名
    （身体６名，知的７名）
4）利用延べ人数 2,375名
    （身体725名, 知的1,650名）
5）送迎バス  ２台
6）送迎バス利用登録者数 11名
7）送迎バス延べ利用者数 2,550名

事業費（Ａ） 15,604千円 18,083千円 18,535千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

1）事業実施日数 237日
2）１日当たり利用者定員 20名
3）利用登録者数 16名
    （身体７名，知的９名）
4）利用延べ人数 2,135名
    （身体650名, 知的1,485名）
5）送迎バス  ２台
6）送迎バス利用登録者数 12名
7）送迎バス延べ利用者数 2,320名

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 10,713千円 12,278千円

3,264千円 3,876千円

改
善
目
標

　運営規程及び個別支援計画に則り，利用者ニーズに
対応した支援を行い，利用者の身体等機能の維持，及
び家族の身体・精神的負担の軽減と安定を図る。

改
善
目
標

　利用者の障害の重度化・重複化などに伴い，利用者
のニーズが多様化しているため，より効果的・効率的な
作業を心がけて対応する。

4,031千円 0千円

33,600千円 33,624千円

時間外
勤務

61.00時間 65.00時間 74.00時間

根拠法令等

・障害者総合支援法
・つくば市福祉支援センタ-条例
・つくば市福祉支援センタ-条例施行規則
・つくば市障害者地域活動支援サ-ビス実
施要綱

県支出金 1,627千円 1,929千円 2,015千円

総合戦略

Ⅱ 1 3 障害者の地域生活支援

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 2,422人 2,135人 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 活動結果指標

指標の概要 地域活動支援サービスの通年度利用延べ人数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

2,500人 2,550人 2,600人 2,650人 2,700人 2,750人2,400人

その他特財 0千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 09 12

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01
地域活動支援サ-ビス（福祉支援セン
タ-やたべ）

指標名 通年度延べ利用人数

33,624千円
予算事業名

総人件費 34,335千円 33,600千円

福祉支援センタ-やたべ運営に要する経費 総事業コスト 49,939千円 51,683千円 52,159千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 15,604千円 18,083千円 18,535千円 0千円



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

3.50人 3.50人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

事
業
の
概
要

　個別支援計画を作成し，①社会適応訓練　②更
生相談　③スポ-ツ・レクリエ-ション・社会との交
流促進　④創作活動　⑤健康指導　⑥生産活動
⑦介護方法の指導　⑧送迎サ-ビス等の支援を
提供する。

課
題

　利用者の障害の重度化・重複化などに伴い，利用者
のニーズが多様化していること。

課
題

成
果

　作業療法士，理学療法士などの専門職の指導により，
個々の障害の状態にあったサービスを提供することが
できた。野外活動や作業活動などをとおし，社会適応の
ための訓練を行うことができた。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている

21,174千円 0千円

臨時職員等 有 有 有

-
53,520千円 55,129千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

50,907千円

執行体制 一部委託
人件費（Ｂ） 26,794千円

事
業
の
目
的

　在宅の身体・知的障害のある方に対し，創作活
動又は生産活動の機会の提供，社会との交流そ
の他の便宜を供与することにより，障害のある方
の生きがいづくりを支援し，福祉の増進を図るた
め

内
訳

正
職
員

従事
割合

3.50人

0千円

地方債

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

1）事業実施日数 237日
2）１日当たり利用者定員 20名
3）利用登録者数 25名
    （身体11名，知的14名）
4）利用延べ人数 2,323名
    （身体1,056名, 知的1,267名）
5）送迎バス  ３台
6）送迎バス利用登録者数 17名
7）送迎バス延べ利用者数 3,446名

事
業
計
画

1）事業実施日数 237日
2）１日当たり利用者定員 20名
3）利用登録者数 25名
    （身体11名，知的14名）
4）利用延べ人数 2,686名
    （身体1,174名, 知的1,512名）
5）送迎バス  ３台
6）送迎バス利用登録者数 21名
7）送迎バス延べ利用者数 4,000名

事業費（Ａ） 24,113千円 27,308千円 28,917千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

1）事業実施日数 237日
2）１日当たり利用者定員 20名
3）利用登録者数 25名
    （身体11名，知的14名）
4）利用延べ人数 2,686名
    （身体1,174名, 知的1,512名）
5）送迎バス  ３台
6）送迎バス利用登録者数 21名
7）送迎バス延べ利用者数 4,125名

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 16,536千円 19,914千円

5,057千円 4,937千円

改
善
目
標

　運営規程及び個別支援計画に則り，利用者ニーズに
対応した支援を行い，利用者の身体等機能の維持，及
び家族の身体・精神的負担の軽減と安定を図る。

改
善
目
標

　利用者の障害の重度化・重複化などに伴い，利用者
のニーズが多様化しているため，より効果的・効率的な
作業を心がけて対応する。

5,162千円 0千円

26,212千円 26,212千円

時間外
勤務

80.00時間 80.00時間 80.00時間

根拠法令等

・障害者総合支援法
・つくば市福祉支援センタ-条例
・つくば市福祉支援センタ-条例施行規則
・つくば市障害者地域活動支援サ-ビス実
施要綱

県支出金 2,520千円 2,457千円 2,581千円

総合戦略

Ⅱ 1 3 障害者の地域生活支援

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 2,323人 2,686人 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 活動結果指標

指標の概要 地域活動支援サービスの通年度利用延べ人数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

2,000人 2,000人 2,000人 2,000人 2,000人 2,000人2,000人

その他特財 0千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 09 13

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01
地域活動支援サ-ビス（福祉支援セン
タ-とよさと）

指標名 通年度延べ利用人数

59,916千円
予算事業名

総人件費 61,246千円 59,916千円

福祉支援センタ-とよさと運営に要する経費 総事業コスト 96,972千円 97,486千円 99,969千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 35,726千円 37,570千円 40,053千円 0千円



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 09 13

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
59,916千円

予算事業名
総人件費 61,246千円 59,916千円

福祉支援センタ-とよさと運営に要する経費 総事業コスト 96,972千円 97,486千円 99,969千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 35,726千円 37,570千円 40,053千円 0千円

事務事業名 02
児童発達支援（福祉支援センタ-とよさ
と）

指標名 通年度延べ利用人数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 児童発達支援事業の通年度利用延べ人数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - 2,000人 2,000人 2,000人 2,000人 2,000人 2,000人 2,000人

総合戦略

- - - - 実績 2,072人 2,074人 -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等
・児童福祉法
・つくば市福祉支援センタ-条例
・つくば市福祉支援センタ-条例施行規則

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

　就学前児童の身体等機能の維持，及び家族の身体・
精神的負担の軽減と安定図る。

改
善
目
標

　年度途中の新たな利用希望者については，３センター
間の連携強化により，待機者とならないように継続して
調整する。

- - - -

33,704千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

1）事業実施日数 233日
2）１日当たり利用者定員 20名
3）利用登録者数 54名
4）利用延べ人数 2,072名

事
業
計
画

1）事業実施日数 233日
2）１日当たり利用者定員 20名
3）利用登録者数 45名
4）利用延べ人数 1,700名

事業費（Ａ） 11,613千円 10,262千円 11,136千円 0千円

内
訳

国庫支出金 0千円

臨時職員等 有 有 有

成
果

　児童の状況及びニーズを的確に捉え，個別支援計画
に基づき，集団・個別指導を提供することができた。それ
により，児童の発達を促し，日常生活への指導，アドバ
イス等の支援を行うことができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

46,065千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 10,054千円 10,262千円 10,315千円 0千円

活
動
実
績

1）事業実施日数 233日
2）１日当たり利用者定員 20名
3）利用登録者数 52名
4）利用延べ人数 2,074名

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 1,559千円 0千円 821千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 34,452千円 33,704千円

43,966千円 44,840千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　保護者と児童に対して，①小集団における指導
（保育）　②ことばやコミュニケ-ションの指導・認
知を中心とした発達指導　③日常生活動作等の
諸活動に対する指導　④運動など基本的動作活
動に対する指導などの支援を提供する。

課
題

　年度途中の新たな利用希望者が待機者にならないよ
うに，３センターで調整し対応して受け入れているが，希
望を受け入れられない事態が生じることも想定されるこ
と。

課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

　発達の遅れがみられる就学前児童に対し，「母
子通所」による療育を主眼とした，「集団指導」と
「個別指導」を実施し，日常生活に必要な基本的
動作や、自活に必要な知識や技能，集団生活へ
の適応力などを養うため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

4.50人 4.50人 4.50人

時間外
勤務

104.00時間 104.00時間 104.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

4.00人 4.00人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
未達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

事
業
の
概
要

　個別支援計画を作成し，①社会適応訓練　②更
生相談　③スポ-ツ・レクリエ-ション・社会との交
流促進　④創作活動　⑤健康指導　⑥生産活動
⑦介護方法の指導　⑧送迎・入浴サ-ビス等の支
援を提供する。

課
題

　利用者の障害の重度化・重複化などに伴い，利用者
のニーズが多様化していること。

課
題

成
果

　作業療法士，理学療法士などの専門職の指導により，
個々の障害の状態にあったサービスを提供することが
できた。野外活動や作業活動などをとおし，社会適応の
ための訓練を行うことができた。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている

21,011千円 0千円

臨時職員等 有 有 有

-
57,988千円 59,631千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

57,621千円

執行体制 一部委託
人件費（Ｂ） 30,400千円

事
業
の
目
的

　在宅の身体・知的障害のある方に対し，創作活
動又は生産活動の機会の提供，社会との交流そ
の他の便宜を供与することにより，障害のある方
の生きがいづくりを支援し，福祉の増進を図るた
め

内
訳

正
職
員

従事
割合

4.00人

0千円

地方債

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

1）事業実施日数 237日
2）１日当たり利用者定員 40名
3）利用登録者数 25名
    （身体12名，知的13名）
4）利用延べ人数 3,850名
　　（身体1,250名, 知的2,600名）
5）送迎バス  ４台
6）送迎バス利用登録者数 22名（延べ 7,000名）
7）入浴サービス利用登録者数 ７名（延べ 350名）

事
業
計
画

1）事業実施日数 237日
2）１日当たり利用者定員 40名
3）利用登録者数 26名
    （身体12名，知的14名）
4）利用延べ人数 4,000名
　　（身体1,500名, 知的2,500名）
5）送迎バス  ４台
6）送迎バス利用登録者数 23名（延べ 7,000名）
7）入浴サービス利用登録者数 ６名（延べ 350名）

事業費（Ａ） 27,221千円 28,249千円 29,865千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
60千円 0千円

活
動
実
績

1）事業実施日数 237日
2）１日当たり利用者定員 40名
3）利用登録者数 25名
    （身体12名，知的13名）
4）利用延べ人数 3,779名
　　（身体1,216名, 知的2,563名）
5）送迎バス  ４台
6）送迎バス利用登録者数 23名（延べ 6,817名）
7）入浴サービス利用登録者数 ７名（延べ 373名）

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 19,063千円 19,873千円

5,445千円 5,593千円

改
善
目
標

　運営規程及び個別支援計画に則り，利用者ニーズに
対応した支援を行い，利用者の身体等機能の維持，及
び家族の身体・精神的負担の軽減と安定を図る。

改
善
目
標

　利用者の障害の重度化・重複化などに伴い，利用者
のニーズが多様化しているため，より効果的・効率的な
作業を心がけて対応する。

5,863千円 0千円

29,739千円 29,766千円

時間外
勤務

10.00時間 10.00時間 20.00時間

根拠法令等

・障害者総合支援法
・つくば市福祉支援センタ-条例
・つくば市福祉支援センタ-条例施行規則
・つくば市障害者地域活動支援サ-ビス実
施要綱

県支出金 2,713千円 2,783千円 2,931千円

総合戦略

Ⅱ 1 3 障害者の地域生活支援

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 3880人 3,779人 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 活動結果指標

指標の概要 地域活動支援サービスの通年度利用延べ人数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

4,000人 4,000人 4,000人 4,000人 4,000人 4,000人4,000人

その他特財 0千円 0千円

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 09 14

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01
地域活動支援サ-ビス(福祉支援センタ
-くきざき）

指標名 通年度延べ利用人数

44,703千円
予算事業名

総人件費 45,592千円 44,612千円

福祉支援センタ-くきざき運営に要する経費 総事業コスト 79,666千円 83,179千円 84,558千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 34,074千円 38,567千円 39,855千円 0千円



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

福祉部 障害福祉課 地域支援係 01 03 01 09 14

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
44,703千円

予算事業名
総人件費 45,592千円 44,612千円

福祉支援センタ-くきざき運営に要する経費 総事業コスト 79,666千円 83,179千円 84,558千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 34,074千円 38,567千円 39,855千円 0千円

事務事業名 02
児童発達支援・放課後等デイサ-ビス
（福祉支援センタ-くきざき）

指標名 通年度延べ利用人数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 児童発達支援事業の通年度利用延べ人数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - 900人 1,000人 1,000人 1,000人 1,000人 1,000人 1,000人

総合戦略

- - - - 実績 990人 1,191人 -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等
・児童福祉法
・つくば市福祉支援センタ-条例
・つくば市福祉支援センタ-条例施行規則

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

　就学前児童の身体等機能の維持，及び家族の身体・
精神的負担の軽減と安定図る。

改
善
目
標

　年度途中の新たな利用希望者については，３センター
間の連携強化により，待機者とならないように継続して
調整する。

- - - -

14,937千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 障害者計画及び障害福祉計画

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

1）事業実施日数 233日
2）１日当たり利用者定員 10名
3）利用登録者数 35名
4）利用延べ人数1,000名

事
業
計
画

1）事業実施日数 234日
2）１日当たり利用者定員 10名
3）利用登録者数 35名
4）利用延べ人数 1,000名

事業費（Ａ） 6,853千円 10,318千円 9,990千円 0千円

内
訳

国庫支出金 0千円

臨時職員等 有 有 有

成
果

　児童の状況及びニーズを的確に捉え，個別支援計画
に基づき，集団・個別指導を提供することができた。それ
により，児童の発達を促し，日常生活への指導，アドバ
イス等の支援を行うことができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

22,045千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 6,853千円 10,660千円 8,003千円 0千円

活
動
実
績

1）事業実施日数 233日
2）１日当たり利用者定員 20名
3）利用登録者数 44名
4）利用延べ人数 1,191名

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 0千円 -342千円 1,987千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 15,192千円 14,873千円

25,191千円 24,927千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　保護者と児童に対して，①小集団における指導
（保育）　②ことばやコミュニケ-ションの指導・認
知を中心とした発達指導　③日常生活動作等の
諸活動に対する指導　④運動など基本的動作活
動に対する指導などの支援を提供する。

課
題

　年度途中の新たな利用希望者が待機者にならないよ
うに，３センターで調整し対応して受け入れているが，希
望を受け入れられない事態が生じることも想定されるこ
と。

課
題

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

　発達の遅れがみられる就学前児童に対し，「母
子通所」による療育を主眼とした，「集団指導」と
「個別指導」を実施し，日常生活に必要な基本的
動作や、自活に必要な知識や技能，集団生活へ
の適応力などを養うため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

2.00人 2.00人 2.00人

時間外
勤務

2.00時間 6.00時間 30.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -


